
建設業における
労働災害対策について

和歌山労働基準監督署



本日の内容

・ 労働災害発生状況

・ 建設現場における災害発生状況

・ 法改正情報について

・ 新たな化学物質管理について



労働災害発生状況

全国の状況と

和歌山県内の状況について



労働災害発生状況
（休業４日以上）
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全国の業種別労働災害発生状況
（令和４年）

休業４日以上 288,344件の内訳

保健衛生業 １５５，９８９件 54.0％

製造業 ３０，８９１件 10.7％

商 業 ２４，００６件 8.3％

運輸交通業 １９，２６１件 6.7％

建設業 １７，３０５件 6.0％



県内の業種別労働災害発生状況
（令和４年）

休業４日以上 ２，３２７件の内訳

保健衛生業 1,199件 51.5％

製造業 315件 13.5％

商 業 196件 8.4％

建設業 １４０件 6.0％

運輸交通業 120件 5.2％



労働災害発生状況（死亡）
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労働災害による被災者の推移
（全業種）
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全国の業種別死亡災害発生状況
（令和４年）

死亡災害 ７９１件の業種別内訳

建設業

製造業

運輸交通業

商 業

２８０件 ３５.４％

１４３件 １８.１％

９７件 １２.３％

８２件 １０.４％



県内の業種別死亡災害発生状況
（令和４年）

死亡災害 10件の業種別内訳
建設業 ３件

製造業 ３件

運輸交通業 １件

農林業 １件

畜産・水産業 １件

警備業 １件



令和４年 死亡災害発生状況





建設現場における

災害発生状況



建設業労働災害による被災者の推移
（和歌山局、和歌山署）
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仮設物・建築物・

構築物等
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災害事例 足場上での塗装作業中の墜落災害
（事例引用：厚生労働省HP「職場のあんぜんサイト」

災害発生原因

１ 足場の筋交いに墜落防止措置

が講じられていなかった。

２ 作業指示が明確に行われてい

なかった。

３ 安全教育が実施されていなかっ

た。

災害発生状況

作業当日、足場の４段目から塗装作
業を行っていた被災者が、３段目の塗
装作業を終え、２段目の作業を開始し
ようと３段目の筋交いの間から下を覗
きこんだところ、筋交いの間から約７ｍ
下に墜落したもの。

再発防止対策

１ 墜落防止措置が講じられた足場を

使用すること

２ 作業手順等について明確に指示を

行うこと

３ 安全管理の徹底を実施すること



中さん
（35～50ｃｍ）

わく組足場以外の足場手すり
（85ｃｍ以上）

巾木
（10ｃｍ上）

手すり
（85ｃｍ以上）

メッシュシート

中さん
（35～50ｃｍ）

巾木（15ｃｍ以上）

わく組足場

下さん（15～40ｃｍ）

メッシュシート

足場の墜落防止及び落下防止

足場の
内側、外側両方
に措置が必要



☆手すり等を臨時に取り外して作業を行う場合について
・手すり等を臨時に取り外す場合は、墜落制止用器具の使用等を徹底してく
ださい。
・作業終了後は放置することなく、必ず復旧をしてください。

作業と直接関係のない労
働者が手すり等を臨時に
取り外した箇所から墜落

臨時に取り外した手すり
等を元に戻さずに別の作
業を行った労働者が墜落

関係労働者以外

墜落防止措置
取外し作業中

立入禁止表示の例

作業箇所への関係労働者以
外の立入禁止措置の実施
を！

臨時に取り外した手すり等
の復旧及び責任者への報
告を！

特に徹底が必要

足場上で作業を行う段階・終了で特に留意すべきこと



法改正情報について

・労働安全衛生規則の一部改正

（昇降設備の設置及び保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲を拡大）

・金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習の新設

・工作物の解体等工事前の事前調査を行う者の要件

（資格者等による調査の義務付け）

・騒音障害防止ガイドラインの改訂
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建設現場における
化学物質による災害事例

事例出典
「厚生労働省職場のあんぜんサイト」

新たな化学物質管理について



災害事例１ 橋梁桁に塗布された塗料の塗り替え作業中、鉛中毒を発症

災害発生状況

橋梁桁に塗布された塗料の塗り替え
工事において、近隣環境への配慮のた
めビニールシートで作業場を覆い、隔離
措置された作業場で、ディスクグライン
ダー等を用いて含鉛塗料のかき落とし
作業に従事した作業者１名が鉛中毒と
診断された。

災害発生原因

１ 発注者、事業者が塗布されている塗料

中の鉛等の有害な化学物質の有無を把

握しておらず、把握した後も施工事業者

に伝えられていなかった。

２ 剥離等作業を乾式方法で行い、保護具

の選定も適切でなかった。

３ 鉛作業主任者が選任されておらず、作

業従事者に塗料に含まれる鉛等の有害

性に関する教育が行われていなかった。

再発防止対策

１ 発注者が有害な化学物質の有無につ

いて把握している情報を施工者に伝え

ること。また、施工者は発注者に問い合

わせる等して、当該塗料の成分を把握

すること。

２ 塗料の成分に鉛等の有害物が確認さ

れた場合、当該塗膜の剥離作業を行う

際には、湿式による作業の実施、作業

主任者の選任を行うこと。



災害事例２ 水系剥離剤を用いた橋梁塗装の剥離作業中の中毒

災害発生状況

夏季の気温の高い日に、橋梁の塗
替塗装のため、防塵機能付き防毒マ
スクを着用して剥離剤（ベンジルアルコ
ール30～40％）の吹付作業を単独で
行っていた被災者が倒れていたところ
を発見された。

災害発生原因

１ 暑さ、息苦しさのため、呼吸用

保護具を不意にずらしてしまっ

た可能性

２ 防毒マスクの防護能力を超えた

可能性

３ 十分な換気のための措置がさ

れていなかった。

４ 単独作業のため意識を失ったと

きに発見が遅れた。

再発防止対策

１ 保護具の性質上、作業中の水分補給

ができないため、ＷＢＧＴ値が高い暑熱

環境下での剥離剤の噴霧作業はなる

べく避ける。

２ マスクの吸収缶が破過しないように、

頻繁に交換をする。

３ 送気マスクの使用、換気装置の使用

などにより常に新鮮な空気を供給できる

保護具・装置を使用する。

４ 監視者を置き、単独作業をさせない。



災害事例３ 防水塗装塗布作業中の急性トルエン中毒

災害発生状況

防水塗装塗布作業のために、１階排
水貯留槽ピット内において、1人で作業
をしていた作業員が、有機溶剤の含有
量が５％以下の防水塗料（無溶剤型エ
ポキシ樹脂塗料）をトルエンで希釈して
使用していたところ、ピット内で倒れてい
るところを発見された。

災害発生原因

１ 無溶剤の防水塗料をトルエンで

希釈しピット内に持ち込んだこと。

２ 有機溶剤作業主任者が防毒マ

スク着用、全体換気装置の設置

などの作業方法の決定を行わな

かった。

３ 送風機が設置されていたが、稼

働されていなかった。

再発防止対策

１ ピット内でトルエンによる希釈塗料を

用いることは可能な限り避けること。

２ 有機溶剤作業主任者が適正な指揮・

管理等を行わせること。

３ 作業現場の換気対策を十分に講じる

こと。



化学物質のリスクアセスメントについて

新たな化学物質管理について



化学物質のリスクアセスメントに関する法令

１ 事業者は厚生労働省令で定めるところにより、第57条第1
項の政令で定める物及び通知対象物による危険性又は有害

性等を調査しなければならない。

２ 事業者は、前項の調査の結果に基づいて、この法律又はこ

れに基づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者の

危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるよう

に努めなければならない。

労働安全衛生法

第57条の3（第57条第1項の政令で定める物及び通知対象物に
ついて事業者が行うべき調査等）

(以下省略）



化学物質のリスクアセスメントの流れ

化学物質などによる危険性又は有害性の特定

リスクの見積り

リスク低減措置の内容の検討

リスク低減措置の実施

リスクアセスメント結果の労働者への周知

ステップ１

ステップ２

ステップ３

ステップ４

ステップ５



使用する化学物質の
危険性又は有害性を
特定する

顧客先の
化学薬品（液体、気体、粉体、ガス）、
可燃性ガス、etc

化学物質などによる危険性または有害性の特定

化学物質などについて、リスクアセスメントなどの対象となる業
務を洗い出した上で、 SDSに記載されているGHS分類などに即し
て危険性または有害性を特定します。

ステップ１



＜ＧＨＳ国連勧告に基づくＳＤＳの記載項目＞

１ 化学品および会社情報 ９ 物理的および化学的性質
（引火点、蒸気圧など）

２ 危険有害性の要約（GHS分類） 10 安定性および反応性

３ 組成および成分情報
（CAS番号、化学名、含有量など） 11 有害性情報（LD50値、IARC区分など）

４ 応急措置 12 環境影響情報

５ 火災時の措置 13 廃棄上の注意

６ 漏出時の措置 14 輸送上の注意

７ 取扱いおよび保管上の注意 15 適用法令 (安衛法、化管法、消防法など)

８ ばく露防止および保護措置
（ばく露限界値、保護具など） 16 その他の情報



絵表示があったら、危険有害性の内容を確認

30

出典︓厚生労働省、労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センター ﾘｰﾌﾚｯﾄ「化学物質を安全に取り扱うために」(2022年5月)



化学物質等のリスクの見積り

１． 安全データシート等の情報から評価する方法

２． ばく露量を実測し、ばく露許容量と比較する方法

３． リスクアセスメント支援ツールを用いる方法

４． その他

※ ＩＬＯ（国際労働機関）が中小企業向けに作成した作業者の安全管理のための
簡易リスクアセスメントツール。厚生労働省が国内向けに改良して提供している。
Ｗｅｂ画面に安全データシート（SDS)の情報と作業条件等を入力するとリスク評
価結果がアウトプットされる。

コントロールバンディング(※)
厚生労働省ＨＰの「職場のあんぜんサイト」で利用可能な簡易ツール



◆労働安全衛生法に基づく労働安全衛生規則や特定化学物質障害予防規則な
どの特別則に規定がある場合は、その措置をとる必要があります。

◆次に掲げる優先順位でリスク低減措置の内容を検討します。

リスクアセスメントの結果に基づき、労働者の危険または健康障害を防止す
るための措置の内容を検討してください。

ア．危険性または有害性のより低い物質への代替、化学反応の
プロセスなどの運転条件の変更、取り扱う化学物質などの
形状の変更など、またはこれらの併用によるリスクの低減

※危険有害性の不明な物質に代替することは避けるようにして
ください。

イ．化学物質のための機械設備などの防爆構造化、安全装置の
二重化などの工学的対策または化学物質のための機械設備
などの密閉化、局所排気装置の設置などの衛生工学的対策

ウ．作業手順の改善、立入禁止などの管理的対策
エ．化学物質などの有害性に応じた有効な保護具の使用

リスク低減措置の内容の検討ステップ３



検討したリスク低減措置の内容を速やかに実施するよう努めます。
死亡、後遺障害または重篤な疾病のおそれのあるリスクに対しては、暫定的措
置を直ちに実施してください。
リスク低減措置の実施後に、改めてリスクを見積もるとよいでしょう。
リスク低減措置の実施には、例えば次のようなものがあります。

◆危険有害性の高い物質から低い物質に変更する。
物質を代替する場合には、その代替物の危険有害性が低いことを、GHS区分やばく露限界値な
どをもとに、しっかり確認します。
確認できない場合には、代替すべきではありません。危険有害性が明らかな物質でも、適切に
管理して使用することが大切です。

◆温度や圧力などの運転条件を変えて発散量を減らす。

◆化学物質などの形状を、粉から粒に変更して取り扱う。

◆衛生工学的対策として、蓋のない容器に蓋をつける、容器を密閉する、局所排気装置のフード
形状を囲い込み型に改良する、作業場所に拡散防止のためのパーテーション（間仕切り、ビ
ニールカーテンなど）を付ける。

◆全体換気により作業場全体の気中濃度を下げる。
◆発散の少ない作業手順に見直す、作業手順書、立入禁止場所などを守るための教育を実施す
る。
◆防毒マスクや防じんマスクを使用する。
使用期限（破過など）、保管方法に注意が必要です。

リスク低減措置の実施ステップ４



法に基づくリスクアセスメント義務の対象とならない化学物質などであっても、法第28条の
２に基づき、リスクアセスメントを行う努力義務がありますので、上記に準じて取り組むよ
うに努めてください。

○○業務のリスクアセスメント結果

１ 化学物質の名称 ○○

２ 業務の内容 ・・・を～～する業務
X作業、Y作業の工程

３ リスクアセスメントの結果
（1）特定した有害性 発がん性（区分2）
（2）見積もったリスク 実測値は・・で、許容濃度

○○を上回っているため、速やかに低減措置が必要

４ 実施するリスク低減措置の内容
・局所排気装置の設置（○年○月予定）
※気中濃度は△△ppm（許容濃度以下）と推計。
・○年○月まで防毒マスク着用

実施者 実施日

リスクアセスメント結果の労働者への周知ステップ５



主な化学物質リスクアセスメント支援ツール等

●掲載先／■主体 概要（掲載情報）

●職場のあんぜんサイト
（http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anze

n/kag/ankgc07.htm）
■厚生労働省

 CREATE-SIMPLE（クリエイト・シンプル）（簡易なリスクアセスメント支援ツール）

 化学物質リスク簡易評価法（コントロール・バンディング）
・液体等取扱作業（粉じん作業を除く）
・鉱物性粉じん又は金属性粉じん発生作業

 検知管、リアルタイムモニターを用いた化学物質のリスクアセスメントガイドブック

 爆発・火災リスクアセスメントスクリーニング支援ツール

 工業塗装、印刷、めっき作業のリスクアセスメントシート

（職場のあんぜんサイトからリンク）
●■独立行政法人労働者健康安全機構 労
働安全衛生総合研究所

 プロセス災害防止のためのリスクアセスメント等実施ツール
※ 厚生労働省のスクリーニング支援ツールよりも精緻なリスクアセスメントを

実施可能（一定の専門知識を要する）。

（職場のあんぜんサイトからリンク）
●ECETOC-TRAサイト
■欧州化学物質生態毒性・毒性センター

(ECETOC)

 ECETOCが開発したリスクアセスメントツール（ECETOC-TRA）。EXCELファイル（英語
版）をダウンロードして作業方法等を入力することで定量的な評価が可能。日本語マニュ
アルあり。
（（一社）日本化学工業協会が日本語版を提供（会員又は有料利用））

（職場のあんぜんサイトからリンク）
●EMKG Software 2.2
■the Federal Institute for Occupational

Safety and Health（BAuA）

 独安衛研（BAuA）が提供する定量的評価が可能なリスクアセスメントツール（英語版）

 EMKG-EXPO-TOOL（EMKG 2.2からばく露評価部分を抽出）
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事業者のための化学物質管理無料相談窓口

1. 電話、メール等による相談窓口を設置
・ 職場で使用する化学物質のラベルやSDSに関すること
・ リスクアセスメントの実施方法、CREATE-SIMPLE（簡易なリスクアセスメント支援ツール）の使用方法
・ 新たな化学物質管理の制度の内容 など

2. 専門家によるリスクアセスメントの訪問支援
中小規模事業場を対象に、事業場の要望に応じて専門家を派遣し、リスクアセスメント等の支援を実施
支援内容
・ 新たな化学物質規制への対応について
・ 化学物質のリスクアセスメント方法
・ GHSラベルやSDSの読み方
・ リスクを低減するための対策 など

TEL: 050-5577-4862   FAX: 03-5642-6145
E-mail: soudan@technohill.co.jp
受付時間︓ 平日10:00 ～ 17:00 （ 12:00 ～ 13:00 を除く）
令和４年４月１日から令和５年３月17日まで(土日祝日、国民の休日、12/29～1/3を除く｡)
令和４年度委託先︓テクノヒル株式会社 ※令和5年度以降の開設期間と問い合わせ先は未定

TEL: 03-6231-0133   FAX: 03-5642-6145
申込受付時間︓令和4年4月1日～令和5年1月31日正午まで（訪問可能期間は2月28日まで）
令和４年度委託先︓テクノヒル株式会社 ※令和5年度以降の開設期間と問い合わせ先は未定
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職場における化学物質の課題

新たな化学物質管理について



労働安全衛生法令（安衛法令）における化学物質管理の体系

38
GHS分類で危険性・有害性がない物質

約
７
万
物
質

発がん性等が
確認された物
質について、
専門家の検討
を経て、特化
則に追加
※2007年以降
29物質を追
加

石綿等
管理使用
が困難な物質

製造・使用等の禁止
８
物
質

（一般的措置義務）
※具体的な措置基準なし
・排気装置設置等に
よる発散抑制
・保護具の備え付け

ラベル表示努力義務
SDS交付努力義務
リスクアセスメント努力

義務

自主管理が困難で
有害性が高い物質

特化則、有機則等
に基づく個別具体
的な措置義務

123
物
質

許容濃度又は
ばく露限界値が示されて
いる危険・有害な物質

ラベル表示義務
SDS交付義務

リスクアセスメント
義務

674
物
質

数
万
物
質

GHS分類で
危険性・有害性がある物質

危険性・有害性情報が不足して
分類できない物質



件数
（平成30年）

障害内容別の件数(重複あり)
中毒等 眼障害 皮膚障害

特別規則対象物質 77 (18.5％) 38
(42.2％)

18
(20.0％)

34
(37.8％)

特別規則以外のＳＤＳ
交付義務対象物質 114 (27.4％) 15

(11.5％)
40

(30.8％)
75

(57.7％)
ＳＤＳ交付義務対象外
物質 63 (15.1％) 5

(7.5％)
27

(40.3％)
35

(52.2％)
物質名が特定できてい
ないもの 162 (38.9％) 10

(5.8％)
46

(26.7％)
116

(67.4％)

合計 416  68
(14.8％)

131
(28.5％)

260
(56.6％)

2

割

8

割

8

割

○ 化学物質による休業４日以上の労働災害のうち、特定化学物質障害予
防規則等の規制対象外の物質による労働災害が約８割。

○ 特定化学物質障害予防規則等に追加されるとその物質の使用をやめ、
危険性・有害性を十分に確認、評価せずに規制対象外の物質に変更し、

その結果、十分な対策が取られずに労働災害が発生。

職場における化学物質管理の課題① 労働災害の発生状況



職場における化学物質管理の課題② 中小企業における状況

40

企業規模が小さいほど、法令の遵守状況が不十分な傾向にあり、労働者の有害作業やラベル、SDSに対する理解が
低い。

企業規
模

特殊健康診断
（実施率）

作業環境測定
（実施率） リスク

アセス
メント

(実施率)有機溶剤 特定化学
物質 有機溶剤 特定化学

物質

5,000人
以上 62.5％ 84.8％ 97.7％ 97.3％ 59.6％

1,000～
4,999人 37.0％ 68.4％ 95.8％ 96.9％ 62.5％

300～
999人 49.6％ 75.7％ 95.6％ 96.5％ 53.6％

100～
299人 63.5％ 67.8％ 90.4％ 94.6％ 40.8％

50～99人 65.5％ 71.5％ 84.3％ 96.2％ 52.4％
30～49人 52.1％ 41.3％ 74.7％ 70.1％ 30.1％
10～29人 52.2％ 52.2％ 63.3％ 75.7％ 29.4％

※出典︓平成30年労働安全衛生調査（実態調査）、平成26年労働環境調査

企業規
模

有害業務
に従事し
ている認
識がある
割合

有害業務
に関する
教育又は
説明を受
けた経験
がある割
合

ＳＤＳが
どのよう
なものか
を知って
いる割合

ラベルが
どのよう
なものか
を知って
いる割合

5,000人
以上

73.4％ 66.2％ 76.7％ 61.7％

1,000～
4,999人

72.1％ 59.7％ 74.2％ 58.3％

300～
999人

74.4％ 48.4％ 65.7％ 51.2％

100～
299人

71.3％ 55.9％ 48.9％ 41.1％

50～99人 56.4％ 50.1％ 39.8％ 34.1％
30～49人 59.7％ 40.5％ 32.8％ 28.3％
10～29人 52.5％ 37.7％ 35.6％ 26.5％



職場における化学物質管理の課題③ 有害作業に係る化学物質の管理状況

41

○ 特定化学物質障害予防規則等に基づく作業環境測定の結果
が、直ちに改善を必要とする第三管理区分と評価された事業場
の割合が増加傾向。

○ リスクアセスメントの実施率は50％強。実施しない理由は
「人材がいない」、「方法が分からない」などが多い。

有害作業の種類
作業環境測定の結果
第三管理区分の割合

H8年 H13年 H18年 H26年 R元年
粉じん作業 5.7％ 5.6％ 7.4％ 7.7％ 6.6％
有機溶剤業務 3.8％ 3.3％ 4.3％ 5.0％ 3.7％
特定化学物質の
製造・取扱い業務 1.2％ 1.2％ 2.9％ 5.7％ 4.2％

27.4%
20.4%

14.2% 11.4%

63.3%

9.0%

54.6%

34.5%

18.1% 19.6% 16.8%
11.9%

0%

20%

40%

60%

80%

人材がいない 方法が

分からない

災害起きて

いない

法令のみで

十分

危険有害

作業なし

その他

リスクアセスメントを実施しない理由 （複数回答）

全事業所

45.9

72.7 79.2

0

20

40

60

80

100

全般 化学物質

(法定外)

化学物質

(法定物質)

リスクアセスメント実施

率
（41.5）

（52.8）
( カッコ内は、「すべて実施」の割合 )

（資料出所）平成29年労働安全衛生調査（実態調査）概況
※ 実施率集計 「化学物質」のリスクアセスメント実施率は、「すべての化学物質について実施｣、｢一部実施」の合計
※※ 理由集計 「全事業所」 ︓概況（全調査対象事業所の50.4％がいかなるリスクアセスメントも実施していない）

「化学物質使用」︓特別集計（化学物質使用事業所（全調査対象事業所の 6.7％）の8.4％が
いかなるリスクアセスメントも実施していない）



化学物質の自律的な管理のため
の実施体制の確立

新たな化学物質管理について
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出典︓厚生労働省「化学物質規制の見直しに
ついて(職場における化学物質等の管理のあり
方に関する検討会報告書のポイント)～化学物
質への理解を高め自律的な管理を基本とする
仕組みへ～」(令和３年７月19日)

作業環境管理専門家化学物質管理専門家



２ 化学物質の自律的な管理のための実施体制の確立①

（１）選任が必要な事業場

・リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、または譲渡提供をする事業場（業種・規模要件なし）

※個別の作業現場毎ではなく、工場、店社、営業所等事業場毎に化学物質管理者を選任する
※一般消費者の生活の用に供される製品のみを取り扱う事業場は、対象外
※事業場の状況に応じ、複数名の選任も可能

（２）選任要件

・化学物質の管理に係る業務を適切に実施できる能力を有する者

・リスクアセスメント対象物の製造事業場 → 専門的講習（※）の修了者

・リスクアセスメント対象物の製造事業場以外の事業場
→ 資格要件無し（別途定める講習の受講を推奨）

（３）職務

１．ラベル・SDS（安全データシート）の確認及び化学物質に係るリスク
アセスメントの実施の管理

２．リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置の選択、実施の管理

３．化学物質の自律的な管理に係る各種記録の作成・保存

４．化学物質の自律的な管理に係る労働者への周知、教育

５．ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の製造事業場の場合）

６．リスクアセスメント対象物による労働災害が発生した場合の対応

※ リスクアセスメント対象物の譲渡提供を行う（製造・取扱いを行わない）事業場は４，５のみ

２－１ 化学物質管理者の選任の義務化

安衛則

（※）専門的講習の内容は、厚生労働大臣告示で示す

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行
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★リスクアセスメント対象物

労働安全衛生法第57条の３でリスクア
セスメントの実施が義務付けられてい
る危険・有害物質



２ 化学物質の自律的な管理のための実施体制の確立②

（１）選任が必要な事業場

・リスクアセスメントに基づく措置として労働者に保護具を使用させる事業場

（２）選任要件

・保護具について一定の経験及び知識を有する者

（３）職務

・有効な保護具の選択、労働者の使用状況の管理その他

保護具の管理に係る業務

２－２ 保護具着用管理責任者の選任の義務化

安衛則

2 0 2 4 ( R 6 ) . 4 . 1施行
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次に掲げる者又は保護具の管理に関する教育を受講した者
• 化学物質管理専門家の要件に該当する者
• 作業環境管理専門家の要件に該当する者
• 労働衛生コンサルタント試験合格者
• 第１種衛生管理者免許または衛生工学衛生管理者免許
を受けた者

• 化学物質関係の作業主任者の資格を有する者
• 安全衛生推進者に係る講習の修了者等

学科科目 範囲 時間

保護具着用
管理

①保護具着用管理責任者の役割と職
務
②保護具に関する教育の方法

0.5時間

保護具に関
する知識

①保護具の適正な選択に関すること。
②労働者の保護具の適正な使用に関
すること。
③保護具の保守管理に関すること。

３時間

労働災害の
防止に関す
る知識

保護具使用に当たって留意すべき労
働災害の事例及び防止方法

１時間

関係法令 安衛法、安衛令及び安衛則中の関係
条項

0.5時間

実技科目 範囲 時間

保護具の使
用方法等

①保護具の適正な選択に関すること。
②労働者の保護具の適正な使用に関
すること。
③保護具の保守管理に関すること。

１時間

保護具の管理に関する教育カリキュラム

保護具着用管理責任者に対する教育の実施について（令和４年12月26日付け基安化発1226第１号）



施行期日

2023(R5).4.1 2024(R6).4.1

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

ばく露を最小限度にすること
（ばく露を濃度基準値以下にすること）

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存

皮膚等障害化学物質への直接接触の防止
（健康障害を起こすおそれのある物質関係）

衛生委員会付議事項の追加

化学物質によるがんの把握強化

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存

化学物質労災発生事業場等への監督署長による指示

リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作成等

がん原性物質の作業記録の保存

実
施
体
制

の
確
立

化学物質管理者・保護具着用責任者の選任義務化

雇入れ時等教育の拡充

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大

情
報
伝
達
の
強
化

ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化

「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新

通知事項の追加及び含有量表示の適正化

事業場内別容器保管時の措置の強化

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大

管理水準良好事業場の特別規則適用除外

特殊健康診断の実施頻度の緩和

第三管理区分事業場の措置強化

2022(R4).5.31(公布日)施行
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2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2024(R6).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行
2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行
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(1)   5     　 3     　 1     　 2     　 2     　 3     　 4     　 1     　 　 　 1     　 1     (1)   23      (2)   28      
　 14   　 3     　 3     　 6     　 1     　 1     　 3     　 1     　 　 　 1     　 1     　 34      　 44      
　 4     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5       　 9        
　 2     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 5       (1)   15      
(1)   21   　 6     　 4     　 9     　 3     　 4     　 8     　 2     　 　 　 3     　 2     (1)   62      (3)   87      
　 1     　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2       　 2        
　 　 　 2     　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 2     　 1     　 　 　 7       　 3        
　 19   　 4     　 8     　 2     　 1     　 2     　 5     　 　 　 4     　 15   　 2     　 62      (1)   63      
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    　 　    
　 20   　 6     　 10   　 2     　 1     　 3     　 5     　 　 　 6     　 16   　 2     　 71      (1)   68      
　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 2       　 3        
　 18   　 9     　 3     　 2     　 　 　 1     　 2     　 6     　 　 　 5     　 　 　 46      　 21      
　 1     　 1     　 2     　 7     　 　 　 6     　 　 　 1     　 　 　 3     　 1     　 22      　 21      
　 19   　 10   　 5     　 9     　 　 　 7     　 2     　 7     　 　 　 8     　 1     　 68      　 42      
　 1     　 2     　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     (1)   1     (1)   6       (1)   11      
　 8     　 35   　 5     　 3     　 1     　 　 (1)   6     　 6     　 13   　 3     　 6     (1)   86      　 105     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    　 1        
　 　 　 8     　 1     　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 5     　 　 　 15      　 4        
　 8     　 43   　 6     　 3     　 1     　 　 (1)   7     　 6     　 13   　 8     　 6     (1)   101    　 110     
　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 2       　 6        
　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1       　 1        
　 2     　 5     　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 6     　 　 　 　 　 14      　 5        
　 1     　 5     　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 2     　 2     　 12      　 15      
　 1     　 8     　 4     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 1     　 4     　 61   　 80      　 144     
　 3     　 36   　 4     　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 1     　 28   　 149 　 222    　 250     
　 　 　 2     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2       　 　    
　 4     　 46   　 8     　 　 　 　 　 1     　 1     　 　 　 2     　 32   　 210 　 304    　 394     
　 　 　 7     　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 2     　 　 　 11      　 14      
　 1     　 7     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5     　 　 　 2     　 3     　 18      　 20      
　 1     　 2     　 3     　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3     　 3     　 13      　 22      
　 2     　 16   　 4     　 1     　 　 　 　 　 　 　 6     　 　 　 7     　 6     　 42      　 56      
　 2     　 5     　 　 　 1     　 　 　 　 　 4     　 　 　 1     　 6     　 　 　 19      　 19      
　 4     　 8     　 2     　 2     　 　 　 　 　 1     　 　 　 2     　 1     　 3     　 23      　 19      
(1)   105 　 187  　 54   　 30   　 6     　 19   (1)   58   　 34   (1)   32   　 97   (1)   249 (4)   871    (6)   1,013  
(1)   107 　 163  　 46   　 40   　 5     (1)   28   (2)   71   　 40   　 25   　 87   (2)   401 (6)   1,013  

 注：　１　( )内は死亡者数で、死傷者数の内数
         2　単位は人
       　3　統計は労働者死傷病報告の集計による

令和５年（1月1日～8月末日）　業種別・事故の型別　労働災害発生状況

和歌山労働局

　　　　　　　　　　　　　　   　　　       　　事故の型
     業　種

1.5%
4.8%
2.2%
2.6%

100.0%

25.5%
0.2%
34.9%
1.3%
2.1%

0.2%
0.1%
1.6%
1.4%
9.2%

0.7%
9.9%

1.7%
11.6%

8.2%
0.2%
5.3%
2.5%
7.8%

7.1%
0.2%
0.8%
7.1%

0.1%
2.6%
3.9%
0.6%
0.6%

0.2%
0.2%
0.2%
1.0%
16.4%

△25.0%   

0.0%

21.1%      

△14.0%   

0.6%
0.5%
1.4%
1.0%

1.6%
0.2%
0.2%
0.1%
2.6%
1.1%

△22.8%   

△21.4%   

△10.0%   

△40.9%   

0.0%

180.0%    

△20.0%   

△44.4%   

△11.2%   

△18.1%   

△100.0% 

275.0%    

△8.2%    

△66.7%   

△33.3%   

119.0%    

4.8%        

61.9%      

△45.5%   

0.0%

133.3%    

△1.6%    

4.4%        

△17.9%   

△22.7%   

△44.4%   

△66.7%   

△28.7%   

△80.0%   

△92.0%   

△50.0%   

△18.8%   

0.0%

　        
4           

△142     

66.7%      

△20.0%   

50.0%      

12.5%      

△100.0% 

△6.7%    

△60.0%   

0.0%

15.0%      

△9.1%    

△90      
△3        
△2        
△9        
△14      

9           
△3        
△64      
△28      
2           

△1        
11          
△9        
△4        
　        

25          
1           
26          
△5        
△19      

4           
△1        
　        
3           

△1        

△10      
△4        
△10      
△25      
　        

△23      
△9        
△33      
　        
△5        

1           
3           

△1        
2           

△8        

△1        
　        
△1        
△3        
　        

1           
2           

△1        
4           
1           

構成比
(本年の
死傷者

対 前 年 増 減 数 （ 死 傷 者 数 ） △2          24            8              △10         1              △9          △13         △6          7              10            △152       △142          

墜落・転落 転　倒 激　突 飛来・落下 崩壊・倒壊 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ 交通事故 無理な動作 その他計 合   計 前年同期
対前年
増減数
(死傷者数）

対前年
増減比

12.1% 21.5% 6.2% 3.4% 0.7% 2.2% 6.7% 3.9% 3.7% 11.1% 28.6% 100.0%
△37.9%     △14.0%       △32.1%     △18.3%     △15.0%     28.0%        11.5%        △1.9%      14.7%        17.4%        △25.0%     20.0%        

前 年 同 期

対 前 年 同 期 増 減 比
構 成 比 （ 本 年 の 死 傷 者 数 ）

清 掃 ・ と 畜 業

映 画 ・ 演 劇 業
通 信 業
教 育 ・ 研 究 業
保
健
衛
生
業

医 療 保 健 業
社 会 福 祉 施 設
そ の 他 の 保 健 衛 生 業
保 健 衛 生 業 小 計

接
客
娯
楽
業

旅 館 業
飲 食 店
そ の 他 の 接 客 娯 楽 業
接 客 娯 楽 業 小 計

金 融 ・ 広 告 業

陸 上 貨 物 取 扱 ・ 港 湾 運 送 業

農
林
業

農 業
林 業
小 計

畜 産 ・ 水 産 業

商
 
業

卸 ・ 小 売 業
理 美 容 業
そ の 他 の 商 業
小 計

そ の 他 の 運 輸 交 通 業
小 計

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
そ の 他 の 製 造 業
小 計

鉱 業

建
 
設
 
業

土 木 工 事 業
建 築 工 事 業

う ち 木 造 家 屋 建 築 工 事 業
そ の 他 の 建 設 業
小 計

2.2%        5.3%

鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 事 業
合 計

輸 送 機 械 等 製 造 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

食 料 品 製 造 業
繊 維 工 業
衣 服 そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業
印 刷 ・ 製 本 業
化 学 工 業
窯 業 土 石 製 品 製 造 業

運
輸
交
通
業

鉄 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業
道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業



令和５年  労働災害発生状況（新型コロナ感染症対応版）

和歌山労働局

増減率 増減数 増減率
死 休・死 コロナ 死 休・死 コロナ （コロナ減）（コロナ減） 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死

食料品製造 46 1 45 1 2.2% 20 14 6 5 7 -2 7 11 -4 13 12 1 1 1
繊維工業 5 3 2 66.7% 2 66.7% 4 1 3 1 1 1 -1
衣服その他の繊維 4 5 -1 -20.0% -1 -20.0% 2 4 -2 1 1 1 1
木材・木製品 12 8 4 50.0% 4 50.0% 5 4 1 3 1 2 1 2 -1 2 2 1 1
家具・装備品 1 9 8 1 12.5% 1 12.5% 1 8 6 2 1 1 1 -1
パルプ等 1 -1 -100.0% -1 -100.0% 1 -1
印刷・製本
化学工業 14 15 -1 -6.7% -1 -6.7% 10 8 2 3 2 1 1 3 -2 2 -2
窯業土石 2 5 -3 -60.0% -3 -60.0% 2 -2 1 1 1 -1 1 1 1 -1
鉄鋼業 2 1 2 1 1 2 -1 1 1
非鉄金属 1 1 1 1 1
金属製品 23 20 3 15.0% 3 15.0% 11 9 2 8 7 1 4 4
一般機械器具 10 1 11 6 -1 -9.1% 4 36.4% 7 10 -3 1 -1 3 3
電気機械器具 2 2 2 1 1 1 1
輸送機械製造 2 10 -8 -80.0% -8 -80.0% 1 1 1 -1 1 5 -4 2 -2 2 -2
電気・ガス 2 25 24 -23 -92.0% 1 4.0% 1 22 -21 1 1 3 -3
その他の製造 9 18 4 -9 -50.0% -5 -27.8% 6 3 3 1 1 1 10 -9 1 1 4 -4
製造業小計 1 143 2 1 176 34 -33 -18.8% -1 -0.6% 1 77 1 86 -9 26 20 6 18 43 -25 20 17 3 2 10 -8

1 1 1 -1 1 1

土木工事 1 23 2 28 5 -5 -17.9% 4 1 10 -6 9 9 4 1 5 -1 1 6 3 3 1 -1
建築工事 34 44 -10 -22.7% -10 -22.7% 15 22 -7 6 7 -1 2 5 -3 10 8 2 1 2 -1
その他の建設 5 1 15 2 -10 -66.7% -8 -53.3% 1 5 -5 2 2 1 -1 1 3 -2 2 4 -2
建設業小計 1 62 3 87 7 -25 -28.7% -18 -20.7% 19 2 37 -18 17 18 -1 6 1 11 -5 1 17 14 3 3 7 -4

鉄道等 2 2 2 2 100.0% 2 2
道路旅客 7 3 4 133.3% 4 133.3% 5 1 4 1 1 1 1
道路貨物運送 62 1 63 -1 -1.6% -1 -1.6% 36 43 -7 6 6 17 1 8 9 1 4 -3 2 2
その他の運輸交通
運輸交通業小計 71 1 68 2 3 4.4% 5 7.4% 43 46 -3 7 7 17 1 8 9 2 5 -3 2 2

陸上貨物 1 1 1 -1 1 1
港湾運送業 1 2 -1 -50.0% -1 -50.0% 1 2 -1
貨物取扱小計 2 3 -1 -33.3% -1 -33.3% 1 3 -2 1 1

農業 46 21 25 119.0% 25 119.0% 3 1 2 9 2 7 4 1 3 30 17 13
林業 22 21 1 4.8% 1 4.8% 6 2 4 9 1 8 6 10 -4 1 8 -7
農林業小計 68 42 26 61.9% 26 61.9% 3 1 2 15 4 11 13 2 11 36 27 9 1 8 -7

1 6 1 11 -5 -45.5% -5 -45.5% 1 4 3 1 2 -2 1 2 -1 1 1 4 -3

卸売業 11 29 17 -18 -62.1% -1 -3.4% 7 7 1 4 -3 3 17 -14 1 -1
小売業 1 75 5 76 -1 -1.3% -6 -7.9% 1 38 42 -4 5 14 -9 12 5 7 17 11 6 3 4 -1
理美容業 1 -1 -100.0% -1 -100.0% 1 -1
その他の商業 15 4 11 275.0% 11 275.0% 8 4 4 4 4 3 3
商業小計 1 101 5 110 17 -9 -8.2% 3 2.7% 1 53 53 6 18 -12 19 23 -4 17 11 6 6 5 1

金融業 1 5 -4 -80.0% -4 -80.0% 1 3 -2 1 -1 1 -1
広告・あっせん 1 1 1 -1 1 1
金融・広告業小計 2 6 -4 -66.7% -4 -66.7% 1 4 -3 1 -1 1 1 1 -1

1 1 1 -1 1 1
14 5 9 180.0% 9 180.0% 5 3 2 5 1 4 1 1 2 2 1 1
12 1 15 7 -3 -20.0% 3 20.0% 9 9 1 1 4 -4 1 1 1 1

医療保健業 80 61 144 120 -64 -44.4% -5 -3.5% 46 76 -30 8 6 2 9 46 -37 15 6 9 2 10 -8
社会福祉施設 222 139 250 156 -28 -11.2% -11 -4.4% 117 144 -27 31 18 13 25 56 -31 28 16 12 21 16 5
その他の保健衛生 2 2 2 2 2
保健衛生業小計 304 200 394 276 -90 -22.8% -14 -3.6% 163 220 -57 39 24 15 36 102 -66 43 22 21 23 26 -3

旅館業 11 14 7 -3 -21.4% 4 28.6% 2 1 1 1 -1 9 -9 5 2 3 4 1 3
飲食店 18 20 -2 -10.0% -2 -10.0% 10 15 -5 3 1 2 1 4 -3 3 3 1 1
その他の接客 13 2 22 15 -9 -40.9% 4 18.2% 8 17 -9 3 2 1 1 -1 2 -2 2 2
接客娯楽小計 42 2 56 22 -14 -25.0% 6 10.7% 20 33 -13 6 4 2 1 14 -13 8 4 4 7 1 6

19 19 10 11 -1 5 -5 5 5 4 2 2 1 -1

派遣業
その他の事業 23 2 19 2 4 21.1% 4 21.1% 14 10 4 1 2 -1 4 3 1 3 3 1 1
その他の事業小計 23 2 19 2 4 21.1% 4 21.1% 14 10 4 1 2 -1 4 3 1 3 3 1 1

4 871 212 6 1,013 367 -142 -14.0% 13 2.0% 2 418 3 517 -99 1 128 108 20 121 2 214 -93 1 154 107 47 50 1 67 -17

※死亡は、内数

（令和５年８月末速報）

保
健
衛
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清掃・と畜
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鉱業

建
設
業

運
輸
交
通
業

貨
物
取

扱
業

そ
の
他

の
事
業

合計

畜産・水産業

商
業

金
融
・

広
告
業

映画・演劇業
通信業

教育・研究業

増減
数

令和５年令和５年 令和４年 令和５年 増減
数

農
林
業

令和５年 令和４年 増減
数

新宮労働基準監督署
令和４年 増減

数

          和  歌  山  労  働  局 和歌山労働基準監督署
令和５年

御坊労働基準監督署 橋本労働基準監督署
令和４年 増減

数
令和４年

田辺労働基準監督署
令和５年 令和４年 増減

数



　 1     　 9     　 1     　 1     　 　 　 　 　 1     　 1     　 　 　 3     　 3     　 20   　 14   
　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 2     　 1     　 　 　 　 　 　 　 4     　 1     
　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 2     　 4     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 4     　 　 　 1     　 　 　 5     　 4     
　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3     　 3     (1)   1     　 　 　 　 (1)   8     　 6     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
　 1     　 3     　 　 　 1     　 　 　 　 　 2     　 　 　 　 　 　 　 3     　 10   　 8     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2     
　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     (1)   2     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
　 4     　 2     　 1     　 1     　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 1     　 11   　 9     
　 3     　 2     　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 1     　 7     　 10   
　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 　 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 1     　 　 
　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 22   
　 　 　 2     　 　 　 　 　 　 　 1     　 3     　 　 　 　 　 　 　 　 　 6     　 3     
　 10   　 21   　 4     　 3     　 1     　 1     　 12   　 9     (1)   1     　 5     　 10   (1)   77   (1)   86   
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
　 　 　 　 　 　 　 　 　 1     　 1     　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 4     (1)   10   
　 4     　 1     　 1     　 4     　 　 　 1     　 3     　 　 　 　 　 1     　 　 　 15   　 22   
　 1     　 　 　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2     　 5     
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (1)   5     
　 4     　 1     　 1     　 4     　 1     　 2     　 4     　 　 　 　 　 2     　 　 　 19   (2)   37   
　 1     　 　 　 1     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2     　 2     
　 　 　 2     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2     　 1     　 　 　 5     　 1     
　 8     　 3     　 5     　 1     　 1     　 1     　 4     　 　 　 　 　 11   　 2     　 36   　 43   
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 
　 9     　 5     　 6     　 1     　 1     　 1     　 4     　 　 　 2     　 12   　 2     　 43   　 46   
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鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業
金 属 製 品 製 造 業
一 般 機 械 器 具 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 事 業
合 計

輸 送 機 械 等 製 造 業

製
　
　
　
造
　
　
　
業

食 料 品 製 造 業
繊 維 工 業
衣 服 そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業
印 刷 ・ 製 本 業
化 学 工 業
窯 業 土 石 製 品 製 造 業

運
輸
交
通
業

鉄 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業
道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業
そ の 他 の 運 輸 交 通 業
小 計

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
そ の 他 の 製 造 業
小 計

鉱 業

建
 
設
 
業

土 木 工 事 業
建 築 工 事 業

う ち 木 造 家 屋 建 築 工 事 業
そ の 他 の 建 設 業
小 計

金 融 ・ 広 告 業

陸 上 貨 物 取 扱 ・ 港 湾 運 送 業

農
林
業

農 業
林 業
小 計

畜 産 ・ 水 産 業

商
 
業

卸 ・ 小 売 業
理 美 容 業
そ の 他 の 商 業
小 計

前 年 同 期

対 前 年 同 期 増 減 比
構 成 比 （ 本 年 の 死 傷 者 数 ）

清 掃 ・ と 畜 業

映 画 ・ 演 劇 業
通 信 業
教 育 ・ 研 究 業
保
健
衛
生
業

医 療 保 健 業
社 会 福 祉 施 設
そ の 他 の 保 健 衛 生 業
保 健 衛 生 業 小 計

接
客
娯
楽
業

旅 館 業
飲 食 店
そ の 他 の 接 客 娯 楽 業
接 客 娯 楽 業 小 計

対前年
増減比

8.4% 19.1% 6.2% 3.3% 1.0% 1.2% 6.7% 3.8% 4.3% 12.4% 33.5% 100.0%
△42.6%     △19.1%     △50.0%     △15.2%     △11.1%     63.6%        8.3%          △5.4%      21.2%        13.0%        △48.1%     

激突され
はさまれ・巻
き込まれ

切れ・こすれ 交通事故 無理な動作 その他計 合   計 前年同期
対前年
増減数
(死傷者数）

6           
3           
△2        
1           
2           

構成比
(本年の
死傷者

対 前 年 増 減 数 （ 死 傷 者 数 ） △2          14            3              △13         4              △5          △5          △2          7              4              △104       △99         

墜落・転落 転　倒 激　突 飛来・落下 崩壊・倒壊

　        
2           
△3        
1           
1           

△1        
　        
2           
△2        
△1        

△7        
△3        
△5        
△18      
　        

△21      
3           
△9        
　        
△6        

2           
　        
2           

　        
△4        

4           
△7        
　        
△3        
△2        

△9        
△13      

2           
　        
△30      
△27      
　        

　        
4           

　        
△3        
△1        

△95.5%   

100.0%    

△10.5%   

△1        
4           

△99      

300.0%    

△50.0%   

25.0%      

33.3%      

△100.0% 

25.0%      

△100.0% 

△50.0%   

22.2%      

△30.0%   

△57      
1           
△5        

0.0%

400.0%    

△16.3%   

△6.5%    

△60.0%   

△31.8%   

△60.0%   

△100.0% 

△48.6%   

△39.5%   

△18.8%   

△8.2%    

100.0%    

0.0%

△75.0%   

△66.7%   

200.0%    

200.0%    

△39.4%   

△9.1%    

40.0%      

△19.1%   

1.0%
0.5%
1.2%
1.9%

2.4%

0.2%

2.6%
1.7%

△25.9%   

100.0%    

△33.3%   

△52.9%   

△100.0% 

66.7%      

0.0%

1.0%
3.6%
0.5%

0.2%
0.2%
0.2%
1.4%
18.4%

12.7%

10.3%
0.2%
0.7%

0.7%

4.5%
0.5%
1.2%
8.6%

 注：　１　( )内は死亡者数で、死傷者数の内数
         2　単位は人
       　3　統計は労働者死傷病報告の集計による

令和５年（1月1日～8月末日）　業種別・事故の型別　労働災害発生状況

和歌山労働基準監督署

　　　　　　　　　　　　　　   　　　       　　事故の型
     業　種
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3.3%
100.0%
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39.0%
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2.4%

0.2%

1.2%
2.2%
11.0%

10.8%

1.9%
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構 成 比 （ 本 年 の 死 傷 者 数 ） 11.7% 26.7% 8.7% 4.7% 1.3% 1.7% 9.3%
△50.0%     △15.2%     △11.1%     63.6%        8.3%          

前 年 同 期  注：1　( )内は死亡者数で、死傷者数の内数
     2　単位は人
     3　統計は労働者死傷病報告の集計による
　 　4　新型コロナウイルス感染性によるものを除く

対 前 年 増 減 数 （ 死 傷 者 数 ） △2          14            3              △13         4              △5          △5          △2          7              4              17            22            
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衛
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業
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鉄 鋼 業 △1        △50.0%   0.3%
非 鉄 金 属 製 造 業 　        

化 学 工 業 2           25.0%      3.3%
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印 刷 ・ 製 本 業 　        
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家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 2           33.3%      2.7%

墜落・転落 転　倒 激　突

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 △1        

飛来・落下 崩壊・倒壊 激突され
はさまれ・巻
き込まれ

令和５年（1月1日～8月末日）　業種別・事故の型別　労働災害発生状況

300.0%    

和歌山労働基準監督署

1.3%
衣 服 そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業 △2        △50.0%   0.7%

対前年
増減数
(死傷者数）

対前年
増減比

構成比
(本年の
死傷者数）

食 料 品 製 造 業 6           42.9%      6.7%
繊 維 工 業 3           

切れ・こすれ 交通事故 無理な動作 その他計 合   計 前年同期
　　　　　　　　　　　　　　   　　　       　　事故の型
     業　種



● 改正労働安全衛生規則 令和5年10月1日から順次施行 ●

厚生労働省では足場に関する法定の墜落防止措置を定める労働安全衛生規

則を改正し、足場からの墜落防止措置を強化しました。令和5年10月1日

（一部規定は令和6年4月1日）から順次施行します。

改正のあらまし

一側足場の使用範囲が明確化されます1

足場の点検時には点検者の指名が必要になります2

足場の組立て等の後の点検者の氏名の記録・保存が必要になります3

事業者及び注文者が足場の点検（つり足場を含む。）を行う際は、あらかじめ点検

者を指名することが必要になります。

幅が1メートル以上の箇所において足場を使用するときは、原則として本足場を使

用することが必要になります。

足場の組立て、一部解体、変更等の後の点検後に、点検者の氏名を記録・保存する

ことが必要になります。

また、労働災害防止対策を確実に実施するため、安全衛生経費については

適切に確保してください。

建設業における労働災害の発生状況は、長期的に減少傾向にあるものの、いわゆる一人親方等を含

めた建設工事従事者全体では、墜落災害をはじめとする建設工事の現場での災害により、年間約400

人もの尊い命が亡くなっています。

労働安全衛生法は元請負人及び下請負人に労働災害防止対策を義務づけており、それに要する経費

は元請負人及び下請負人が義務的に負担しなければならない費用であり、建設業法第19条の3に規定

する「通常必要と認められる原価」に含まれるものです。建設工事請負契約はこの経費を含む金額で

締結することが必要です。

●労働災害防止対策の実施者及び経費負担者の明確化の流れ
（1）元請負人による見積条件の提示

元請負人は、見積条件の提示の際、労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の区分を明確化

し、下請負人が自ら実施する労働災害防止対策を把握でき、かつ、その経費を適正に見積もることが

できるようにしなければなりません。

（2）下請負人による労働災害防止対策に要する経費の明示

下請負人は、元請負人から提示された見積条件をもとに、自らが負担することとなる労働災害防止対

策に要する経費を適正に見積った上、元請負人に提出する見積書に明示する必要があります。

（3）契約交渉

元請負人は、「労働災害防止対策」の重要性に関する意識を共有し、下請負人から提出された労働災

害防止対策に要する経費」が明示された見積書を尊重しつつ、建設業法第18条を踏まえ、対等な立

場で契約交渉をしなければなりません。

（4）契約書面における明確化

元請負人及び下請負人は、契約内容の書面化に際して、契約書面の施工条件等に、労働災害防止対策

の実施者及びそれに要する経費の負担者の区分を記載し明確化するとともに、下請負人が負担しなけ

ればならない労働災害防止対策に要する経費については、他の経費と切り離し難いものを除き、契約

書面の内訳書などに明示することが必要です。

国土交通省では、安全衛生経費が下請負人まで適切に支払われるよう、令和4年度より、学識経験者、

建設関係団体等のご協力を得て「安全衛生対策項目の確認表及び標準見積書に関するWG」を設置し、

安全衛生対策項目の確認表、安全衛生経費を内訳として明示するための「標準見積書」の作成・普及

に向けた取組を進めています。「安全衛生対策項目の確認表及び標準見積書に関するWG」での議論や

成果等は、順次、以下のHPで公表します。

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/anzeneisei.html

問い合わせ先：国土交通省 不動産・建設経済局 建設市場整備課 専門工事業・建設関連業振興室

電話番号：03（5253）8111（内線24813／24816）

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/anzeneisei.html


1 一側足場の使用範囲が明確化されます
R6.4.1
施行

令和6年4月1日以降、幅が1メートル以上の箇所※において足場を使用するときは、原則として本足場

を使用する必要があります。なお、幅が1メートル未満の場合であっても、可能な限り本足場を使用し

てください。

つり足場の場合や、障害物の存在その他の足場を使用する場所の状況により本足場を使用することが困

難なときは本足場を使用しなくても差し支えありません。

※足場を設ける床面において、当該足場を使用する建築物等の外面を起点としたはり間方向の水平距離が1メートル以上ある箇所のこと。

● 「幅が1メートル以上の箇所」に関する留意点

足場設置のため確保した幅が1メートル以上の箇所について、その一部が公

道にかかる場合、使用許可が得られない場合、その他当該箇所が注文者、施

工業者、工事関係者の管理の範囲外である場合等については含まれません。

なお、足場の使用に当たっては、可能な限り「幅が1メートル以上の箇所」

を確保してください。

●「障害物の存在その他の足場を使用する場所の状況により本足場を

使用することが困難なとき」とは

• 足場を設ける箇所の全

部又は一部に撤去が困

難な障害物があり、建

地を2本設置すること

が困難なとき

• 屋根等に足場を設ける

とき等、足場を設ける

床面に著しい傾斜、凹

凸等があり、建地を2

本設置することが困難

なとき

• 建築物の外面の形状が

複雑で、1メートル未

満ごとに隅角部を設け

る必要があるとき

• 本足場を使用すること

により建築物等と足場

の作業床との間隔※が

広くなり、墜落・転落

災害のリスクが高まる

とき

※足場の使用に当たっては建築物等と足場の作業床との間隔が30センチメートル以内とすることが望ましいです。

＜留意点＞

足場を設ける箇所の一部に撤去が困難な障害物があるとき等に

おいて、建地の一部を1本とする場合は、足場の動揺や倒壊を

防止するのに十分な強度を有する構造としなければなりません。

※図はイメージ。分かり易くするため足場は簡略化して図示しています。

2 足場の点検時には点検者の指名が必要になります 安衛則第567条、第568条、
第655条

事業者又は注文者が足場の点検を行う際は、点検者を指名しなければなりません。

●指名の方法
点検者の指名の方法は「書面で伝達」「朝礼等に際し口頭で伝達」「メール、電話等で伝達あらかじめ

点検者の指名順を決めてその順番を伝達」等、点検者自らが点検者であるという認識を持ち、責任を

持って点検ができる方法で行ってください。

●点検者について
事業者又は注文者が行う足場の組立て、一部解体又は一部変更の後の点検は、

• 足場の組立て等作業主任者であって、足場の組立て等作業主任者能力向上教育を受講している者

• 労働安全コンサルタント（試験の区分が土木又は建築である者）等労働安全衛生法第88条に基

づく足場の設置等の届出に係る「計画作成参画者」に必要な資格を有する者

• 全国仮設安全事業協同組合が行う「仮設安全監理者資格取得講習」を受けた者

• 建設業労働災害防止協会が行う「施工管理者等のための足場点検実務研修」を受けた者

等十分な知識・経験を有する者を指名することが適切であり、「足場等の種類別点検チェックリス

ト」を活用することが望ましいです。

3 足場の組立て等の後の点検者の氏名の
記録・保存が必要になります

R5.10.1
施行

安衛則第567条、第655条

事業者又は注文者が行う足場の組立て、一部解体又は一部変更の後の点検後に2で指名した点検者の氏

名を記録及び保存しなければなりません。

＜留意点＞

足場の点検後の記録及び保存に当たっては、「足場等の種類別点検チェックリスト」を活用すること

が望ましいです。

R5.10.1
施行安衛則第561条の2（新設）



改正労働安全衛生規則について

４ 施行日等

２ 足場の点検を行う際、点検者を指名することを義務付け

主に狭あいな現場で使用される一側足場については、その構造上、安衛則に定める手すりの設置等の墜落防止
措置が適用されないところ、一側足場からの墜落・転落災害が発生している（※）ことを踏まえ、本足場を使用
するために十分幅がある場所（幅が１メートル以上の場所）においては、本足場の使用を義務付けるもの。ただ
し、つり足場を使用するとき、又は障害物の存在その他の足場を使用する場所の状況により本足場を使用するこ
とが困難なときは、この限りではないこととするもの。

１ 一側足場の使用範囲を明確化

足場（つり足場を含む。以下同じ。）からの墜落・転落災害が発生している事業場においては、安衛則で義務付
けられている足場の点検が行われていない事例が散見されていることを踏まえ、事業者又は注文者による足場の点
検が確実に行われるようにするため、点検者をあらかじめ指名することを義務付けるもの。

公布日︓令和５年３月14日
施行期日︓１については令和６年４月１日、２及び３については令和５年10月１日

３ 足場の完成後等の足場の点検後に記録すべき事項に点検者の氏名を追加
事業者又は注文者が悪天候若しくは地震又は足場の組立て、変更等の後の足場の点検を行ったときに記録及び保

存すべき事項（現行では当該点検の結果及び点検結果に基づいて補修等を行った場合にあっては、当該措置の内
容）に、当該点検者の氏名を追加するもの。

一側足場の例 本足場の例 （（一社）仮設工業会より提供）（（一社）仮設工業会より提供）

（※）令和元年～３年に発生した足場からの墜落・転落による
死亡災害56件のうち、８件が一側足場からのもの。



一側足場の使用範囲の明確化について

足場を設ける床面において、当該足場を使用する建築物等の外面を起点としたはり間方向の水平距離が１メートル。

１ 「幅が１メートル以上の箇所」について

足場設置のため確保した幅が１メートル以上の箇所について、その一部が公道にかかる場合、使用許可が得られ
ない場合等は、「幅が１メートルの箇所」に含まれない。

基本的な考え方

はり間方向

建築物

建築物

１メートル

道路

例外について

足場の使用に当たっては、可能な限り「幅が１メートルの箇所」を確保すべきもの。
事業者が行うべきこと

注︓図はイメージ。分かりやすくするため足場等は簡略化して図示しています。



一側足場の使用範囲の明確化について

足場を設ける床面において、はり間方向の水平距離が１メートル以上の場合においても、本足場を使用することが
困難な場合のこと。

２ 「障害物の存在その他の足場を使用する場所の状況により本足場を使用することが
困難なとき」について

具体例

ア 足場を設ける箇所の全部又は一部に撤去が困難な障害物があり、建地を２本設置することが困難なとき。
イ 建築物等の外面の形状が複雑で、１メートル未満ごとに隅角部を設ける必要があるとき。
ウ 屋根等に足場を設けるとき等、足場を設ける床面に著しい傾斜、凹凸等があり、建地を２本設置することが困難
なとき。

エ 本足場を使用することにより建築物等と足場の作業床との間隔が広くなり、墜落・転落のリスクが高まるとき。

障害物

建築物

アの例 イの建築物の例

建築物
（上から見た図）

１メートル未満
の場合など狭小

エの例

出窓等の障害物

建築物

間隔が広く、墜落のリスクが高まる

３ その他
○ 足場を設ける箇所の一部に撤去が困難な障害物があるとき等において、建地の一部を１本とする場合は、足場の
動揺や倒壊等を防止するのに十分な強度を有する構造とすること。

○ 建築物と足場の作業床との間隔が30センチメートル以内とすることが望ましいこと。

注︓図はイメージ。分かりやすくするため足場等は簡略化して図示しています。



足場の点検時の点検者の指名の義務付け及び
足場の点検後に記録すべき事項に点検者の氏名の追加について

○ 点検者の指名の方法は、書面で伝達する方法のほか、朝礼等に際し口頭で伝達する方法、メール、電話で伝達す
る方法、あらかじめ点検者の指名順を決めてその順番を伝達する方法等が含まれること。なお、点検者の指名は、
点検者自らが点検者であるという認識を持ち、責任を持って点検ができる方法で行うこと。

○ 安衛則第567条第２項及び第655条第１項第２号に規定する点検者（＝組立て等後の点検の点検者）については、
足場の組立て等作業主任者であって、足場の組立て等作業主任者能力向上教育を受講した者等、一定の能力を有す
る者（※）が望ましいこと。

○ 足場の点検に当たっては、「足場等の種類別点検チェックリスト」（推進要綱別添）を活用することが望ましい
こと。

（※）組立て等後点検の点検者として指名することが望ましい者（推進要綱別添参照）
・足場の組立て等作業主任者であって、足場の組立等作業主任者能力向上教育を受講している者
・労働安全コンサルタント（試験の区分が土木又は建築である者）等安衛法第88条に基づく足場の設置等の届出に係
る「計画作成参画者」に必要な資格を有する者

・全国仮設安全事業協同組合が行う「仮設安全監理者資格取得講習」を受けた者
・建設業労働災害防止協会が行う「施工管理者等のための足場点検実務研修」を受けた者

○ 組立て等後点検後に記録及び保存すべき事項に、点検者の氏名を追加したこと。
なお、記録すべき点検者の氏名は、安衛則第567条第２項及び第655条第１項第
２号の規定により指名した者のものとすること。

○ 足場の点検後の記録及び保存に当たっては、「足場等の種類別点検チェックリス
ト」を活用することが望ましいこと。

足場の点検時の点検者の指名の義務付けについて

足場の点検後に記録すべき事項に点検者の氏名の追加について

足場の種類別点検チェックリスト



労働安全衛生規則改正内容について

20

４ 施行日等

３ 運転者が運転位置から離れるときの措置の適用除外

荷役作業に使用されるテールゲートリフターは、その構造及び特性に起因する労働災害のリスクが存在するため、その機
能や危険性を意識し、安全な作業方法を身に付けた上で作業を行う必要があることから、労働安全衛生法第59 条第３項の
安全又は衛生のための特別の教育が必要な業務として、テールゲートリフターの操作の業務（荷役作業を伴うものに限
る。）を規定するもの。
※ 併せて、安全衛生特別教育規程（昭和47年労働省告示第92号）について、テールゲートリフターの操作の業務に係る特
別教育（テールゲートリフターに関する知識、テールゲートリフターによる作業に関する知識及び関係法令の科目に係る
学科教育（計４時間）及びテールゲートリフターの操作の科目に係る実技教育（２時間））を新たに規定するもの。

２ テールゲートリフターによる荷役作業についての特別教育を義務化

テールゲートリフターの操作においては、原動機を動かさなければテールゲートリフターが動かない構造のものも存在す
ることから、運転席とテールゲートリフターの操作位置が異なる場合においては、逸走防止措置を引き続き義務付けるが、
原動機の停止義務については適用除外とすること等とするもの。

公布日︓令和５年３月28日
施行/適用期日︓令和５年10月１日（２の特別教育の義務化については令和６年２月１日）

１ 昇降設備の設置及び保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲を拡大
現行、最大積載量５トン以上の貨物自動車について、昇降設備の設置義務及び荷役作業を行う労働者

に保護帽を着用させる義務が規定されているところ、それらの義務の対象となる貨物自動車を、最大積
載量５トン以上の貨物自動車から、２トン以上のものに拡大するもの。
なお、保護帽を着用させる義務の拡大については、上記のうち、荷台の側面が構造上開閉できるもの
等、昇降設備が備えられている箇所以外の箇所で荷役作業が行われるおそれがあるものや、テールゲー
トリフターが設置されているもの（テールゲートリフターを使用するときに限る。）とするもの。

昇降設備の例



金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習の新設

改正の趣旨
・ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法」という。）第14条において、事業者は、労働安全衛生法
施行令（昭和47年政令318号。以下「令」という。）第６条に掲げる作業については、技能講習を修了した者の
うちから、当該作業の区分に応じて、作業主任者を選任し、その者に当該作業に従事する労働者の指揮等を行わせ
ることを義務付けている。

・ 令和２年の特定化学物質障害予防規則（昭和47年労働省令第39号。以下「特化則」という。）改正により、溶
接ヒュームが特定化学物質に追加されたため、令和３年４月１日からは溶接ヒュームを含む特定化学物質に係る作
業主任者については特化則第27条において、事業者は、令第６条第18号の作業について、特定化学物質及び四ア
ルキル鉛等作業主任者技能講習（以下「特化物技能講習」という。）を修了した者のうちから、特定化学物質作業
主任者を選任しなければならないとされている。

・ しかし、現在、当該講習の受講者の多くが、金属をアーク溶接する作業、アークを用いて金属を溶断し、又は
ガウジングする作業その他の溶接ヒュームを製造し、又は取り扱う作業（以下「金属アーク溶接等作業」という。
）のみに従事する者となっている。これらの者は、溶接ヒュームしか取り扱わないにもかかわらず、特化物技能講
習においては溶接ヒューム以外の特定化学物質及び四アルキル鉛に係る全ての科目を受講する必要がある等、受講
者の負担が大きく、金属アーク溶接等作業に限定した講習の新設が強く要望されているところである。

・ このため、特化物技能講習の講習科目のうち、金属アーク溶接等作業に係るものに限定した技能講習（以下「
金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習」という。）を新設し、金属アーク溶接等作業を行う場合においては、
当該講習を修了した者のうちから、金属アーク溶接等作業主任者を選任することができることとし、特化則等につ
いて所要の改正を行う。



労働安全衛生規則等の一部を改正する省令の概要
省令事項

（１）労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号。以下「安衛則」という。）の一部改正

作業主任者の選任に関し、作業の区分、資格及び名称について掲げている別表第１に金属アーク溶接等作業主任
者に係るものを追加することとする。

（２）特化則の一部改正

① 金属アーク溶接等作業については、金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習を修了した者のうちから、金属
アーク溶接等作業主任者を選任することができることとする。

② 金属アーク溶接等作業主任者の新設に伴い、当該作業主任者の職務を新たに規定する。

③ 金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習に関する学科講習の科目等は特化物技能講習のものを準用すること
とする。

（３）労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令（昭和47年労働省令第44号。以下「登
録省令」という。）の一部改正

登録省令で定める登録教習機関の区分に「金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習」を追加することとする。

（４）登録教習機関に関する経過措置

追加した「金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習」の区分の登録を新たに受けようとする者は、省令の施
行の日前においても、その申請をすることができることとする。

公布日︓令和５年４月３日
施行日︓令和６年１月１日（経過措置については公布の日）

公布日等



つまずき

37.8%

歩行中バランス崩し・もつれ
4.7%

滑り

31.8%
障害物を越えるのを失敗した

2.8%

動作の反動
2.5%

荷物によってバランスを崩した
1.9%

踏み外し（階段を踏み外して
転落したものを除く）

1.7%

貧血、意識消失等
1.4%

その他の転び方

13.8%

不明
1.7%

「つまずき」等による転倒災害の原因と対策

「滑り」による転倒災害の原因と対策

凍結した通路等で滑って転倒（25％）
従業員用通路の除雪・融雪。凍結しやすい箇所には融雪マット等を設置する（★）

作業場や通路にこぼれていた水、洗剤、油等により滑って転倒（19％）
水、洗剤、油等がこぼれていることのない状態を維持する。
（清掃中エリアの立入禁止、清掃後乾いた状態を確認してからの開放の徹底）

水場（食品加工場等）で滑って転倒（16％）
滑りにくい履き物の使用（労働安全衛生規則第558条）
防滑床材・防滑グレーチング等の導入、摩耗している場合は再施工（★）
隣接エリアまで濡れないよう処置

雨で濡れた通路等で滑って転倒（15％）
雨天時に滑りやすい敷地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

作業場・通路に放置された物につまずいて転倒（16％）
バックヤード等も含めた整理、整頓（物を置く場所の指定）の徹底

通路等の凹凸につまずいて転倒（10％）
敷地内（特に従業員用通路）の凹凸、陥没穴等（ごくわずかなものでも
危険）を確認し、解消

作業場や通路以外の障害物（車止め等）につまずいて転倒（８％）
適切な通路の設定
敷地内駐車場の車止めの「見える化」

作業場や通路の設備、什器、家具に足を引っかけて転倒（８％）
設備、什器等の角の「見える化」

転倒災害の発生状況（休業４日以上、令和３年）

転倒時の類型

主な原因と対策

＜その他の転び方＞
• 他人とぶつかった・ぶつかられた
• 台車の操作を失敗した
• 他人、動物等を避けようとしてバラン
スを崩した

• 服が引っかかった
• 坂道等でバランスを崩した
• 立ち上がったときにバランスを崩した
• 靴紐を踏んだ
• 風でバランスを崩した

移動中
74%

作業中
26%

（R５)

33,672 

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（人）

60歳以上女性

28%

50代女性

19%
60歳以上男性

15%

50代男性

10%

40代男性

8%

40代女性

7%

47％

性別・年齢別内訳

転倒災害発生件数の推移

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

(なし)

作業場や通路のコードなどにつまずいて転倒（7％）
※引き回した労働者が自らつまずくケースも多い
転倒原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルールを設定し、
労働者に遵守を徹底させる

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を
防止しましょう

50歳以上を中心に、転倒による骨折等の労働災害が増加し続けています
事業者は労働者の転倒災害防止のための措置を講じなければなりません

転倒リスク・骨折リスク

中央労働災害
防止協会

転倒予防セミナー

職場３分
エクササイズ

何もないところでつまずいて転倒、足がもつれて転倒（27％）
転倒や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入（★）

転倒災害による平均休業日数（※労働者死傷
病報告による休業見込日数）

47日

転倒による怪我の態様

• 骨折（約70％）
• 打撲
• 眼球破裂
• 外傷性気胸 など

転倒したのは･･･

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

転びの予防
体力チェック

ロコチェック

内閣府ウェブサイト

 一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒しやすくなります
→「転びの予防 体力チェック」「ロコチェック」をご覧ください

 特に女性は加齢とともに骨折のリスクも著しく増大します
→対象者に市町村が実施する「骨粗鬆症検診」を受診させましょう

 現役の方でも、たった一度の転倒で寝たきりになることも
→「たった一度の転倒で寝たきりになることも。転倒事故の起こりやすい
箇所は︖」（内閣府ウェブサイト）（★）については、高年齢労働者の転倒災害防止のため、中小企業事業者は

「エイジフレンドリー補助金」（補助率１/２、上限100万円）を利用できます

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

中小事業者は、無料で安全衛生の専門家のアドバイスが受けられます
中小規模事業場

安全衛生サポート事業
エイジフレンドリー補助金
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事業者の皆さまへ

騒音障害防止のためのガイドラインを改訂しました

大きい音にさらされ続けると、耳の機能が損なわれて難聴になることが
あります。大切な耳を守るため、職場における騒音対策に取り組みま
しょう。

ガイドライン改訂の主なポイント

◼ 騒音障害防止対策の管理者の選任を追加

定期健康診断（騒音）における4000ヘルツの聴力検査の音圧を、40dBか
ら25dBおよび30dBに変更しました。
雇入れ時または配置替え時や、定期健康診断（騒音）の二次検査での聴力
検査に、6,000ヘルツの検査を追加しました。

改訂ガイドラインの全文や解説など、改訂内容に関する資料は
こちら

QR
コード
①

ご不明な点などございましたら、最寄りの都道府県労働局・労働基準監
督署にお問い合わせください。

管理者を選任して、組織的にガイドラインに基づく対策を実施しましょう。

◼ 聴覚保護具の選定基準の明示

◼ 騒音健康診断の検査項目の見直し

JIS T8161-1に基づき測定された遮音値を目安とし、
必要かつ十分な遮音値のものを選定するよう追加しました。

◼ 騒音レベルの新しい測定方法（個人ばく露測定と推計）の追加



職場の騒音対策を確認しましょう！

作業環境管理

 騒音レベルの測定※

 騒音レベルが一定（85dB）以上の場合は、改善措置
（騒音源の低騒音化・遮蔽など）の実施※

 測定結果の記録と保存（３年間）

作業管理
 聴覚保護具の使用※

等価騒音レベルが90dB以上の場合や、等価騒音レベルが85dB以上で
手持動力工具を使用する場合などは必ず聴覚保護具を使用しましょう。

健康管理

 雇入れ時または配置替え時の健康診断（騒音）の実施

 定期健康診断（騒音）の実施※

 健康診断（騒音）結果に基づく事後措置の実施

 健康診断（騒音）結果の記録と保存（５年間）

 健康診断（騒音）結果の労働基準監督署への報告

労働衛生教育
 騒音障害防止対策の管理者選任時の教育

 労働者への教育※

職場の体制
 騒音障害防止対策の管理者の選任

 元方事業者の場合は、関係請負人への指導・援助

※ 騒音レベルが一定未満の場合は省略可能

騒音ガイドラインの全文、解説などはこちら

QR
コード
②

ガイドラインの対象外でも、騒音が大きい作業場がある場合は下記対策に取り組みましょう
○別表１、別表２いずれの作業場も対象です。

ガイドラインの対象作業場はこちら

●以下の対策に取り組んでいますか？

QR
コード
①



橋梁塗膜除去工事や石綿除去工事などを行う作業者に

剥離剤による中毒が多発しています︕
～ ラベル・SDS（安全データシート）を確認し、適切な対策を ～

剥離剤を使用した塗膜の除去作業中に、剥離剤に含まれる有害物（ジクロロメタン、ベンジル
アルコールなど）を吸い込み、意識不明、視覚障害等となる事案が多発しています。
法令で規制されていない物質でも、人体に有害なもの（中枢神経への毒性だけでなく、発
がん性、生殖毒性を有するもの、化学火傷を生ずるものなど）もありますので、剥離剤を使
用する場合は、以下の対策を講じるようにしましょう。

① ラベル・SDSの入手・確認
● 使用する剥離剤の容器に表示されているラベル、添付されているSDSを確認※

※特に危険有害情報、取扱いおよび保管上の注意、ばく露防止および保護措置を確認

● SDSが添付されていない場合は、販売店舗またはメーカーから取り寄せる
● SDSを入手できない製品の使用は避ける

② SDSの情報に基づいてばく露防止措置を実施
● SDSに記載されているばく露防止および保護措置を確実に実施
● SDSを入手できない製品をやむを得ず使用する場合は、有害物が含まれているものとみなして適切な呼吸
用保護具、保護眼鏡、不浸透性の保護手袋・保護衣などを使用

防毒マスクを使用していても、吸収缶が破過して中毒となっている事案が発生しています︕

● 作業場所をビニルシートなどで覆って通風が不十分な場合は、排気装置を設けるなど、作業場所の有害物
の濃度を低減させる対策を実施

剥離剤に含まれる主な物質の有害性とばく露防止対策
（注）他にも様々な有害物が含まれているので、以下の物質を含まない場合も対策は必要です
ベンジルアルコール ※未規制物質 ジクロロメタン ※特定化学物質

有
害
性

主
な
対
策

・中枢神経系、肝臓に障害
・強い眼刺激
・眠気またはめまいのおそれ
・飲み込むまたは皮膚に接触すると有害

・発がんのおそれ
・中枢神経系、呼吸器、肝臓、生殖器に障害
・強い眼刺激、皮膚刺激
・眠気またはめまいのおそれ
・吸入すると有害

・剥離剤の吹き付け等では送気マスクを使用
・かき落とし作業では送気マスク又は防じん機
能を有する防毒マスクを使用（吸収缶の破
過に注意）
・保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋、
保護長靴の使用
・作業場所の通風が不十分な場合の排気装
置の設置など

注意

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

・剥離剤の吹き付け等では送気マスク又は防
毒マスクを使用（吸収缶の破過に注意）
・かき落とし作業では送気マスク又は防じん機
能を有する防毒マスクを使用（吸収缶の破
過に注意）
・保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋、
保護長靴の使用
・作業場所の通風が不十分な場合の排気装置
の設置など



厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 （Ｒ５.7）

防毒機能を有する電動ファン付き呼吸用保護具が
型式検定等の対象機械に追加されます！！

厚生労働省では、平成26年に防じん用の電動ファン付き呼吸用保護具につい
てのみ構造規格を定め、型式検定の対象としてきましたが、今般、防毒機能を有
する電動ファン付き呼吸用保護具（防毒用電動ファン付き呼吸用保護具）が型式
検定等の対象となりました。

この改正は、令和５年10月１日から施行・適用します。

① 型式検定に合格していない防毒用電動ファン付き呼吸用保護具は、
2026年（令和８年）９月30日までしか使用できませんので、それまで
に型式検定に合格したものに買い換えてください（裏面参照）。

② 防毒マスクの使用が義務付けられている作業場所等で、防毒用電動ファ
ン付き呼吸用保護具も使用することができるようになります。

防毒用電動ファン付き呼吸用保護具とは
➢ 主に電動ファン、吸収缶、面体等から構成され、環境空気中の有害なガス若しくは蒸
気等を除去した空気を装着者へ供給するろ過式呼吸用保護具。

➢ 電動ファンにより送気するので、面体内が陽圧（※）になるため、面体内に有害物質
が侵入しにくく、かつ、呼吸が容易であり作業者の負担が少ない。

電動ファン付き呼吸用保護具の種類

＜半面形面体＞ ＜全面形面体＞ ＜フード＞ ＜フェイスシールド＞

面
体
形

ル
ー
ズ
フ
ィ
ッ
ト
形

※フード、フェイスシールドの写真は防じん用のもの。※半面形面体、全面形面体の写真は防毒用のもの。

※ 防じんマスク及び防毒マスクは、肺力により空気を吸引するため、面体内は陰圧になる。

＜型式検定合格標章の例＞
（呼吸用保護具本体用の合格標章）

（吸収缶及び電動ファン用）
➢ 型式検定に合格したものは合格標章が

貼られています。
➢ 「国（年）検」部分に型式検定に合格

した年から有効期間（５年）を過ぎて
いないかを確認してください。

➢ 「品名」部分には、防毒用電動ファン
付き呼吸用保護具の場合は「GＰ」と
記載されています。※本体の合格標章は概ね赤丸（ ）部分に貼られています。

（ 下部や側面 ）
（ 下部やｱｲﾋﾟｰｽ ）

（ ｱｲﾋﾟｰｽ ）

（ ｱｲﾋﾟｰｽや後頭部 ）

※防爆構造電気機械器具の型式検定を受けていないものは、爆発危険箇所では使用できません。



経過措置（猶予期間）
＜2024年（令和６年）10月１日前に製造・輸入されたもの＞
型式検定に合格標章の表示が付されていないものは、2026年（令和８年）９月30日
までしか使用できません。

今回の改正等のポイント

１．型式検定及び譲渡等制限の対象機械へ追加

３．防じん機能を有する電動ファン付き呼吸用保護具へ名称変更

２．型式検定及び規格を具備すべき機械を規定

➢ 防毒用電動ファン付き呼吸用保護具を型式検定及び譲渡等制限を受
けるべき機械として追加。

➢ 型式検定及び規格を具備すべき防毒用電動ファン付き呼吸用保護具
として、「ハロゲンガス用」「有機ガス用」、「アンモニア用」、
「亜硫酸ガス用」の４つを規定。

➢ 有機溶剤中毒予防規則（昭和47年労働省令第36号）等において、各
作業に従事する際に防毒マスク等を使用しなければならないと規定
されている機械等に防毒用電動ファン付き呼吸用保護具を追加。

➢ 既に「電動ファン付き呼吸用保護具」と規定されている政省令等に
ついては、「防じん機能を有する電動ファン付き呼吸用保護具」と
名称変更。

４．その他関係省令の一部改正



自律的な管理が今後の規制の基軸になります！

このリーフレットは、「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（令和４年政令第51号）」「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和4年厚生労働省令
第91号）」等の主要な内容を分かりやすく解説することを目的としたものです。改正の詳細については、これらの政令、省令をご確認ください。

労働者が安全に働くために職場における

新たな化学物質規制が
導入されます

労働安全衛生法の関係政省令が改正されました

1
ラベル・SDSの伝達や、リスクアセス
メントの実施義務対象物質が大幅
に増加します※１

POINT

2
リスクアセスメント結果を踏まえ、労
働者がばく露される濃度を基準値
以下とすることが義務付けられます

POINT

3
化学物質を製造・取り扱う労働者
に、適切な保護具を使用させること
が求められます※3

POINT

4
自律的な管理に向けた実施体制
の確立が求められます（化学物質管理者
の選任、リスクアセスメント結果等の記録作成・保存等）

POINT

※２

※1・・・・国によるGHS 分類で危険性・有害性が確認された全ての物質が順次対象に追加
※2・・・・厚生労働大臣が定める物質（濃度基準値設定物質）が対象
※3・・・・皮膚への刺激性・腐食性・皮膚吸収による健康影響のおそれがないことが明らかな物質以外の全ての物質が対象

これまで以上に事業者の主体的な取組が求められます
ラベル・SD S の伝達やリスクアセスメントの実施がこれまで以上に重要になります

石綿等
管理使用が
困難な物質

自主管理が困難で
有害性が高い物質

GHS分類で
危険有害性がある物質

許容濃度又はばく露限界値が
示されている危険・有害な物質

GHS分類で危険有害性に該当しない物質

8
物質

123
物質

数万
物質

674
物質

国のGHS分類により危険性・有
害性が確認された全ての物質

国によるGHS

未分類物質

ラベル・SDSによる伝達義務

リスクアセスメント実施義務

ばく露を基準
以下とする義務

ラベル・SDSによる
伝達努力義務

リスクアセスメント
実施努力義務

ばく露を最小限
度にする義務

適切な保護眼鏡、保護手袋、保護衣等の使用
義務・努力義務

約2,900物質
（国がモデルラベル・SDS作成済みの物質）

数万物質

ばく露を最小限度に
する努力義務

有害性に関する情報量

これまでの化学物質規制 見直し後の化学物質規制

製造・使用等の禁止

特化則・有機則等
に基づく

個別具体的な措置

一般的な措置義務
(具体的な措置基準なし)

ラベル・SDS・
リスクアセスメント

義務

・都道府県労働局・労働基準監督署

1 2 3

SDS及び作業現場の確認 リスクアセスメントの実施 リスク低減措置の実施



ラベル・SDS通知、リスクアセスメント対象物質が大幅に増加します

ラベル表示、SDS等による通知とリスクアセスメント実施の義務の対象となる物質（リスクアセスメント対象
物）に、国によるGHS分類で危険性・有害性が確認された全ての物質を順次追加します。

674物質

改正前

国がGHS分類済 約2900物質
+ 以降新たに分類する物質

改正後（順次追加後）

リスクアセスメント結果に基づくばく露低減措置が求められます

リスクアセスメント結果を踏まえ、労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を最小限度にす
ることが義務付けられます。
さらに、厚生労働大臣が定める物質（濃度基準値設定物質）は、リスクアセスメント結果を踏まえ労働
者がばく露される濃度を基準値以下とすることが義務付けられます。

労働者がばく露される程度を最小限度とすることや、濃度基準の遵守が義務付けられます

ばく露低減に向け適切な手段を事業者自らが選択します

リスクアセスメント結果を踏まえ、ばく露低減に向けた適切な手段を事業者自らが選択の上、実施します。

ポイント！

濃度基準値が定められていない物質は、「米国政府労働衛生専門家会議
（ACGIH）のばく露限界値」等を参考に、当該濃度以下とするよう努めま
しょう。

リスクアセスメント結果等に関する記録の作成・保存や、労働者の意見聴取が義務付けられます

リスクアセスメントの結果と、ばく露低減措置の内容等は、関係労働者に周知するとともに、記録を作成し、
次のリスクアセスメント実施までの期間（ただし、最低３年間）保存することが義務付けられます
また、措置の内容と労働者のばく露の状況を、労働者の意見を聴く機会を設け、記録を作成し、３年間
保存※することが義務付けられます。 ※がん原性物質は30年間保存

その他、必要に応じて医師等が必要と認める項目の健康診断を行い、その結果に基づき必要な措置や、
健康診断の記録を作成し、5年間保存※することが義務付けられます。 ※がん原性物質は30年間保存

R4年2月改正・R6年4月施行
発がん性、生殖細胞変異原性、生殖
毒性、急性毒性のカテゴリーで区分１
に分類された234物質が義務対象に
追加。

R4年度中改正・R7年4月施行予定
左記以外のカテゴリーで区分１に分類
された約700物質を義務対象に追加
予定。

R5年度中改正・R8年4月施行予定
健康有害性のカテゴリーで区分２以下
又は物理化学的危険性の区分に分
類された約850物質を義務対象に追
加予定。

ポイント！

リスクアセスメントやばく露低減措置では、濃度基準値以下であるかを必ず確
認しましょう。その際、推定ツール（CREATE-SIMPLE等）や、実測法
（個人ばく露測定、簡易測定法等）を組み合わせて行うことが効果的です。

換気装置等を
設置し稼働

有効な呼吸用
保護具の使用

代替物質
の使用

作業方法
の改善

CREATE-SIMPLE

個人ばく露測定



自律的管理に向けた実施体制の確立が求められます

化学物質管理者等の選任が義務化されます

また、リスクアセスメント結果に基づき労働者に保護具を使用させる事業場では、「保護具着用管理責任者」
を選任し、有効な保護具の選択、使用状況の管理等に関わる業務に従事させることが義務付けられます

リスクアセスメント対象物を製造・取扱い・譲渡提供する事業者は、化学物質管理者の選任が義務化されます。

【選任要件】
化学物質管理に関わる業務を適切に実施できる能力を有する者

【職務】
ラベル・SDS等の確認、リスクアセスメン
トの実施管理、ばく露防止措置の実施
管理や、化学物質の自律的な管理に
関わる各種対応等

衛生委員会の付議事項が追加されます

衛生委員会の付議事項に下記を追加し、自律的
な管理の実施状況の調査審議を義務付けます。

リスクアセスメント結果に
基づくばく露低減措置

健康診断結果や
それに基づく措置

雇い入れ時における化学物質の安全衛生に
関する教育が全業種で必要になります

一部の業種は省略されていた雇入れ時の危険有
害作業に関する教育について、省略規定を廃止。

一部の業種は除外

改正前

全ての業種

改正後

SDS等による情報伝達が強化されます

SDSの記載項目の追加や、定期確認・更新が必要になります

電子メールや二次元コード等でのSDS通知が可能になります

SDSの通知手段は、譲渡提供をする相手方
がその通知を容易に確認できる方法であれ
ば、事前に相手方の承諾を得なくても採用
可能になります。

化学物質を事業場内で別容器で保管する際も情報伝達が必要になります

下記のような場合も、ラベル表示・文書の交付等の方法による、内
容物の名称やその危険・有害性情報の伝達が義務付けられます。

 リスクアセスメント対象物を他の容器に移し替えて保管する場合

 自ら製造したリスクアセスメント対象物を容器に入れて保管する場合

電子メール
の送信

HPのURLや
二次元コード
の伝達

• 通知事項に「想定される用途
及び当該用途における使用
上の注意」が追加されます。

• 成分の含有量は、原則
として、重量%の記載が
必要になります。

• 「人体に及ぼす作用」を定期的
（5年以内ごとに1回）に確認・
更新することが義務付けられます。

皮膚等への障害防止のため、保護具の適切な着用が求められます

皮膚等への障害を引き起こしうる化学物質を製造・取扱う業務に労働者を従事させる場合、物質の有
害性に応じて、労働者に障害等防止用保護具を使用させなければなりません。

※健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物質：義務

※上記を除き、健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質：努力義務

皮膚・眼刺激性
皮膚腐食性

皮膚から吸収され健康障害を
引き起こしうる化学物質

リスクアセスメント対象物の製造事業場 専門的講習の修了者

上記以外の事業場 資格要件なし（専門的講習の受講を推奨）

ポイント！

化学物質の種類や取扱い内
容により適切な保護具は異
なります。必ず確認しましょう。



詳細はこちら

新たな化学物質規制への移行に向け、チェックリストの各項目を参考に、
施行期日までに対応できるよう、準備を進めましょう。

新たな化学物質規制に関するチェックリスト

分野 関係条項 項目 質問 チェック
施行
期日

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

安衛令
別表第９

ラベル表示・SDS等
による通知の
義務対象物質

ラベル表示や安全データシート（SDS）等による通知、リスクアセスメントの実施をしなけれ
ばならない化学物質（リスクアセスメント対象物）が、「国によるGHS分類で危険性・有害
性が確認された全ての物質」へと拡大することを知っていますか？

③
※令和7

年以降も
順次追加

安衛則
第577条の２
第577条の３

リスクアセスメント
対象物に関する
事業者の責務

リスクアセスメント対象物について、労働者のばく露が最低限となるように措置を講じています
か？

②

濃度基準値設定物質について、労働者がばく露される程度を基準値以下としていますか？ ③

措置内容やばく露について、労働者の意見を聞いて記録を作成し、保存していますか？
（保存期間はがん原性物質が30年、その他は3年）

②、③

リスクアセスメント対象物以外の物質もばく露を最小限に抑える努力をしていますか？ ②

安衛則
第594条の２
第594条の３

皮膚等障害化学
物質等への

直接接触の防止

皮膚への刺激性・腐食性・皮膚吸収による健康影響のおそれのあることが明らかな物質の
製造・取り扱いに際して、労働者に保護具を着用させていますか？

③

上記以外の物質の製造・取り扱いに際しても、労働者に保護具を着用させるよう努力してい
ますか？（明らかに健康障害を起こすおそれがない物質は除く）

②

安衛則
第22条

衛生委員会の
付議事項

衛生委員会で、自律的な管理の実施状況の調査審議を行っていますか？ ②、③

安衛則
第97条の２

がん等の
把握強化

化学物質を扱う事業場で、1年以内に2人以上の労働者が同種のがんに罹患したことを把
握したときは、業務起因性について、医師の意見を聞いていますか？ ②
医師に意見を聞いて業務起因性が疑われた場合は、労働局長に報告していますか？

安衛則
第34条の２の８

リスクアセスメント
結果等の記録

リスクアセスメントの結果及びリスク低減措置の内容等について記録を作成し、保存していま
すか？（最低3年、もしくは次のリスクアセスメントが3年以降であれば次のリスクアセスメント
実施まで）

②

安衛則
第34条の２の10

労働災害発生
事業場等への
指示

労災を発生させた事業場等で労働基準監督署長が必要と認めた場合に、改善措置計画
を労基署長に提出、実施する必要があることを知っていますか？

③

安衛則
第577条の２第
３項から第５項、
第８項、第９項

健康診断等

リスクアセスメントの結果に基づき、必要があると認める場合は、リスクアセスメント対象物に係
る医師又は歯科医師による健康診断を実施し、その記録を保存していますか？（保存期
間はがん原性物質が30年、その他は５年）

③
濃度基準値を超えてばく露したおそれがある場合は、速やかに医師又は歯科医師による健
康診断を実施し、その記録を保存していますか？（保存期間はがん原性物質が30年、そ
の他は５年）

実
施
体
制
の

確
立

安衛則
第12条の５

化学物質
管理者

化学物質管理者を選任していますか？ ③

安衛則
第12条の６

保護具着用
管理責任者

（労働者に保護具を使用させる場合）保護具着用管理責任者を選任していますか？ ③

安衛則
第35条

雇い入れ時
教育

雇入れ時等の教育で、取り扱う化学物質に関する危険有害性の教育を実施しています
か？

③

情
報
伝
達
の
強
化

安衛則
第24条の15

第１項・第３項、
第34条の２の３

SDS通知方法の
柔軟化

SDS情報の通知手段として、ホームページのアドレスや二次元コード等が認められるように
なったことを知っていますか？

①

安衛則
第24条の15第２
項・第３項、第

34条の２の５第
２項・第３項

「人体に及ぼす作
用」の確認・更新

5年以内ごとに1回、SDSの変更が必要かを確認し、変更が必要な場合には、1年以内に
更新して顧客などに通知していますか？

②

安衛則
第24条の15第１
項、第34条の２
の４、第34条の
２の６

SDS通知事項の
追加等

SDS記載事項に、「想定される用途及び当該用途における使用上の注意」を記載していま
すか？

③
SDS記載の成分の含有量を10％刻みではなく、重量％で記載していますか？
※含有量に幅があるものは、濃度範囲による表記も可。

安衛則
第33条の２

別容器等での
保管

リスクアセスメント対象物を他の容器に移し替えて保管する際に、ラベル表示や文書の交付
等により、内容物の名称や危険性・有害性情報を伝達していますか？

②

そ
の
他

特化則、有機則、
鉛則、
粉じん則

個別規則の
適用除外

労働局長から管理が良好と認められた事業場は、特別規則の適用物質の管理を自律的な
管理とすることができることをを知っていますか？

②

特化則、有機則、
鉛則、
粉じん則

作業環境測定結
果が第3管理区分
の事業場

左記の区分に該当した場合に、外部の専門家に改善方策の意見を聞き、必要な改善措
置を講じていますか？

③
措置を実施しても区分が変わらない場合や、個人サンプリング測定やその結果に応じた保護
具の使用等を行ったうえで、労働基準監督署に届け出ていますか？

特化則、有機則、
鉛則、

四アルキル則
特殊健康診断

作業環境測定等の結果に基づいて、特殊健康診断の頻度が緩和されることを知っています
か？

②

（注）施行期日の①～③は以下に対応。
規制の変更が2段階に分けて実施される項目もある。
①2022年（令和4年）5月31日（施行済）
②2023年（令和5年）4月1日
③2024年（令和6年）4月1日
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都道府県労働局 労働基準監督署
建設業については、時間外労働の上限規制の適用が猶予されていましたが、
2024年4月から建設業にも上限規制が適用されます。

わかりやすい解説
時間外労働の上限規制

2024年4月から

都道府県労働局 労働基準監督署
建設業については、時間外労働の上限規制の適用が猶予されていましたが、
2024年4月から建設業にも上限規制が適用されます。

CONSTRUCTION INDUSTRY

わかりやすい解説
時間外労働の上限規制

2024年4月から



労働基準法における労働時間の定め

労働時間は労働基準法によって
上限が定められており、

労使の合意に基づく所定の手続きをとらなければ、
これを延長することはできません。

労働時間の定め

法律で定められた
労働時間の限度

労働時間・休日に関する原則

8１日 時間及び1週 40時間
法律で
定められた休日 1毎週少なくとも 回

これを超えるには、

が必要です。

36協定の
締結・届出

労働基準法では、労働時間は原則として、1日8時間・1週40時間以内とされています。これを「法定労働時間」といいます。
また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与えることとされています。これを「法定休日」といいます。

36協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなければなりません。

36協定で定める時間外労働及び休日労働について留意すべき事項に関する指針

時間外労働及び休日労働を適正なものとすることを目的として、
36協定で定める時間外労働及び休日労働について
留意していただくべき事項に関して策定された指針です。

36協定の締結に当たっては、
 この指針の内容に留意してください。

法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、
　労働基準法第36条に基づく労使協定（36（サブロク）協定）の締結
　36協定の所轄労働基準監督署長への届出
が必要です。

詳しくはこちら
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時間外労働の上限規制

改正後

上限規制のイメージ 法律による上限
（特別条項/年6回まで）

※休日労働を含む。

年720時間
複数月平均80時間※

月100時間未満※
月45時間
年360時間

1年間 ＝ 12か月

法律による上限（原則）

法定労働時間
1日8時間
週40時間

臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、
以下を守らなければなりません。
時間外労働が年720時間以内

時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

時間外労働と休日労働の合計について、２～6か月平均80時間以内

時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6回が限度

建設の事業のうち、災害時における復旧及び復興の事業に限り、 
令和6年4月1日以降も次の規定は適用されません。

時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満

時間外労働と休日労働の合計について、２～6か月平均80時間以内

※年720時間の上限及び時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年6回が限度という規制は適用されます。

時間外労働の上限は原則として月45時間・年360時間となり、
臨時的な特別の事情がなければこれを超えることができません。

※例えば時間外労働が45時間以内に収まって特別条項にはならない場合であっても、
時間外労働＝44時間、休日労働＝56時間、のように合計が月100時間以上になると法律違反となります。

特別条項の有無に関わらず、1年を通して常に、時間外労働と休日労働の合計は、
月100時間未満、2～6か月平均80時間以内にしなければなりません。!

時間外労働の上限規制については、働き方改革関連法による改正後の労働基準法により法定化され、
平成31年4月1日（中小企業は令和2年4月1日）から施行されています。建設の事業については、
時間外労働の上限規制の適用が猶予されていましたが、令和6年4月1日から適用されます。
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災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可を受けて、
その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日に労働
させることができます。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に遅滞なく
届け出なければなりません。

労働基準法第33条第1項

許可基準（令和元年6月7日付け基監発0607第1号）の概要

労働基準法第33条第１項の「災害その他避けることのできない事由」に該当する場合には、労働基準監督
署長に許可申請等を行うことにより、36協定で定める限度とは別に時間外・休日労働を行わせることが
できます。その場合、時間外労働の上限規制はかかりません。

　  許可の対象には、災害その他避けることのできない事由に直接対応する場合に加えて、当該事由に対応する
に当たり、必要不可欠に付随する業務を行う場合が含まれる。
具体的には、例えば、事業場の総務部門において、当該事由に対応する労働者の利用に供するための食事や寝具の準備を
する場合や、当該事由の対応のために必要な事業場の体制の構築に対応する場合等が含まれる。

　  「雪害」については、道路交通の確保等人命又は公益を保護するために除雪作業を行う臨時の必要がある場合が
該当する。具体的には、例えば、安全で円滑な道路交通の確保ができないことにより通常の社会生活の停滞を招く
おそれがあり、国や地方公共団体等からの要請やあらかじめ定められた条件を満たした場合に、除雪を行うこととした
契約等に基づき除雪作業を行う場合や、人命への危険がある場合に住宅等の除雪を行う場合のほか、降雪により
交通等の社会生活への重大な影響が予測される状況において、予防的に対応する場合が含まれる。

　　「ライフライン」には、電話回線やインターネット回線等の通信手段が含まれる。

　  許可基準に定めた事項はあくまでも例示であり、限定列挙ではなく、これら以外の事案についても「災害その他
避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合」となることもあり得る。
　　例えば、「他の事業場からの協力要請に応じる場合」について、国や地方公共団体からの要請も含まれる。そのため、
例えば、災害発生時において、国の依頼を受けて避難所避難者へ物資を緊急輸送する業務が含まれる。

1

労働基準法第33条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない場合の規定であるからその

臨時の必要の限度において厳格に運用すべきものであって、その許可又は事後の承認は、概ね次の基準によって取り扱うこと。

　  単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。

　  地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対応を含む。）、

急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認めること。例えば、災害その他避けることのできない

事由により被害を受けた電気、ガス、水道等のライフラインや安全な道路交通の早期復旧のための対応、大規模な

リコール対応は含まれること。

　  事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械・設備の故障の修理、保安やシステム障害の復旧は認めるが、

通常予見される部分的な修理、定期的な保安は認めないこと。例えば、サーバーへの攻撃によるシステムダウンへの

対応は含まれること。

　  ②及び③の基準については、他の事業場からの協力要請に応じる場合においても、人命又は公益の確保のために

協力要請に応じる場合や協力要請に応じないことで事業運営が不可能となる場合には、認めること。

災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の
一部改正について（令和元年6月7日付け基発0607第１号）の概要
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　  許可基準に定めた事項はあくまでも例示であり、限定列挙ではなく、これら以外の事案についても「災害その他
避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合」となることもあり得る。
　　例えば、「他の事業場からの協力要請に応じる場合」について、国や地方公共団体からの要請も含まれる。そのため、
例えば、災害発生時において、国の依頼を受けて避難所避難者へ物資を緊急輸送する業務が含まれる。

1

労働基準法第33条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない場合の規定であるからその

臨時の必要の限度において厳格に運用すべきものであって、その許可又は事後の承認は、概ね次の基準によって取り扱うこと。

　  単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めないこと。

　  地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対応を含む。）、

急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認めること。例えば、災害その他避けることのできない

事由により被害を受けた電気、ガス、水道等のライフラインや安全な道路交通の早期復旧のための対応、大規模な

リコール対応は含まれること。

　  事業の運営を不可能ならしめるような突発的な機械・設備の故障の修理、保安やシステム障害の復旧は認めるが、

通常予見される部分的な修理、定期的な保安は認めないこと。例えば、サーバーへの攻撃によるシステムダウンへの

対応は含まれること。

　  ②及び③の基準については、他の事業場からの協力要請に応じる場合においても、人命又は公益の確保のために

協力要請に応じる場合や協力要請に応じないことで事業運営が不可能となる場合には、認めること。

災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等に係る許可基準の
一部改正について（令和元年6月7日付け基発0607第１号）の概要

1
2

3

4

2

3

4

03



36協定の
締結・届出が必要
＜協定事項＞

特別条項として
災害時における復旧及び復興の事業に
従事する場合における月/年の
時間外・休日労働時間数

月45時間を超えることが
できる回数（6回まで）等

※緊急時であっても、可能な限り時間外・休日労働は36協定の範囲内とすること。

※時間外･休日労働の以下の規制は適用しない
月100時間未満 2～6か月平均80時間以内

特別条項として
月45時間を超える場合
における月/年の
時間外・休日労働時間数

月45時間を超えることが
できる回数（6回まで）等

一般条項として
時間外・休日労働を
させることができる場合

その場合の労働者の
範囲や人数

１日/１か月/１年の時間外
労働時間数の限度等

見込まれない

見込まれない

見込まれる

月45時間超の
時間外・休日労働が
見込まれるか？

災害時の
復旧･復興の対応が
見込まれるか？

公益・人命保護のために緊急を要する災害対応により、
36協定に定める限度時間・回数を超える時間外・休日労働があった

労働基準法第33条の許可/届出

36協定（様式9号の4）からの変更点

原則として時間外労働を1か月45時間、1年360時間以内で協定することが必要

1か月45時間を超えて時間外・休日労働をさせることがあるとして特別条項を設ける場合、
特別延長できる回数を年6回までで協定することが必要

災害時における復旧及び復興の事業を除き、時間外・休日労働の合計が以下を満たすことを協定することが必要
月100時間未満 2～6か月平均80時間以内

手続フローチャート

見込まれる

※様式９号の３の２は
災害時の復旧・復興の
対応が見込まれる場合

様式
９号の2

様式
９号の
３の３

様式９号、
様式９号の
３の２※
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36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
ず
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
な
い
場
合
）（
様
式
第
９
号（
第
16
条
第
１
項
関
係
））

労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、労
使
当
事
者
は
こ
の

こ
と
に
十
分
留
意
し
た
上
で
協
定
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。な
お
、使
用
者
は
協
定
し
た
時
間
数
の
範
囲
内
で

労
働
さ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、労
働
契
約
法
第
５
条
に
基
づ
く
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
ま
す
。

36
協
定
で
締
結
し
た
内
容
を
協
定
届（
本
様
式
）に
転
記
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

36
協
定
の
届
出
は
電
子
申
請
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
任
意
）の
欄
は
、記
載
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

36
協
定
届（
本
様
式
）を
用
い
て
36
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。そ
の
場
合
に
は
、記
名
押
印
又
は
署
名
な
ど
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
る
よ
う
な
方
法
に
よ
り
締
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。必
要
事
項
の
記
載
が
あ
れ
ば
、協
定
届
様
式
以
外
の
形
式
で
も
届
出
で
き
ま
す
。

表
面

土
木
工
事
業
　

臨
時
の
受
注
対
応

機
械
、工
具
の
故
障
等
へ
の
対
応

月
末
の
決
算
事
務

工
程
変
更

臨
時
の
受
注
対
応

機
械
、工
具
の
故
障
等
へ
の
対
応

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
管
理

経
理
事
務
員

施
工
管
理

10
人
3人 3人 5人 3人

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

土
日
祝
日

土
日
祝
日

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

投
票
に
よ
る
選
挙

代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

○
○
○
○

○
　
○

3
15

1か
月
に
１
日

1か
月
に
１
日

8:
30
～
17
:3
0

8:
30
～
17
:3
0

3時
間

2時
間

2時
間

3時
間

3時
間

3.
5時
間

2.
5時
間

2.
5時
間

3.
5時
間

3.
5時
間

30
時
間

15
時
間

15
時
間

20
時
間

20
時
間

40
時
間

25
時
間

25
時
間

30
時
間

30
時
間

25
0時
間

15
0時
間

15
0時
間

20
0時
間

20
0時
間

37
0時
間

27
0時
間

27
0時
間

32
0時
間

32
0時
間

3人 3人
施
工
管
理

現
場
管
理

○
○
建
設
株
式
会
社
　
○
○
営
業
所

○
○
○
   
  ○
○
○
○

○
○
○
 　
　
   
○
○
○
○
 　
　
　
○
○
○
○

○
○
市
○
○
町
１
－
２
－
３

○
○
○
○
年
４
月
１
日

か
ら
１
年
間

○
○
○
○
年
４
月
１
日

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

労
働
保
険
番
号

都
道
府
県
所
掌

管
轄

基
幹
番
号

枝
番
号

被
一
括
事
業
場
番
号

法
人
番
号

様
式
第
９
号
 （
第
16
条
第
１
項
関
係
）

に
関
す
る
協
定
届

時
間
外
労
働

休
日
労
働

事
業
の
種
類

事
業
の
名
称

事
業
の
所
在
地（
電
話
番
号
）

協
定
の
有
効
期
間

（
〒
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

（
電
話
番
号
:　
　
　
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

時
間
外
労
働
を
さ
せ
る

必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

①
 下
記
②
に
該
当
し
な
い
労
働
者

②
 １
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

　
に
よ
り
労
働
す
る
労
働
者

時 間 外 労 働 休 日 労 働

業
務
の
種
類

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）所
定
労
働
時
間

（
1日
）

（
任
意
）

１
日

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

１
箇
月（
①
に
つ
い
て
は
45
時
間
ま

で
、②
に
つ
い
て
は
42
時
間
ま
で
）

１
年（
①
に
つ
い
て
は
36
0時
間
ま

で
、②
に
つ
い
て
は
32
0時
間
ま
で
）

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

休
日
労
働
を
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

業
務
の
種
類

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

法
定
休
日
の
日
数

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
法
定

休
日
に
お
け
る
始
業
及
び
終
業
の
時
刻

所
定
休
日

（
任
意
）

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□

□

□

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

年
月

日

職
名

氏
名

職
名

使
用
者

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
者
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法
　（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

　
上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、挙
手
等
の
方
法
に
よ

る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

労
働
保
険
番
号・
法
人
番
号

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
協
定
が
有
効
と
な
る

期
間
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

1年
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
で
す
。

管
理
監
督
者
は

労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、使
用
者
の
署
名
ま
た
は

記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

1年
の
上
限
時
間
を
計
算
す

る
際
の
起
算
日
を
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。そ
の
1年
に

お
い
て
は
、協
定
の
内
容

を
変
更
し
て
再
度
届
け
出

る
こ
と
が
あ
っ
た
場
合
で

も
、起
算
日
は
同
一
の
日
と

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

対
象
期
間
が
３
か
月
を

超
え
る
１
年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
が
適

用
さ
れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、②
の
欄
に
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
が
無

い
場
合
に
は
、3
6協
定

の
締
結
を
す
る
者
を
選

ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た

上
で
、投
票
・
挙
手
等
の

方
法
で
労
働
者
の
過
半

数
代
表
者
を
選
出
し
、

選
出
方
法
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ

る
指
名
や
、使
用
者
の

意
向
に
基
づ
く
選
出
は

認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ

ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク

が
な
い
場
合
に
は
、形

式
上
の
要
件
に
適
合
し

て
い
る
協
定
届
と
は
な

り
ま
せ
ん
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休

日
労
働
を
合
計
し
た
時

間
数
は
、月
10
0時
間
未

満
、2
～
6か
月
平
均
8
0

時
間
以
内
で
な
け
れ
ば

い
け
ま
せ
ん
。こ
れ
を
労

使
で
確
認
の
上
、必
ず

チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ

さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク

ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場

合
に
は
、有
効
な
協
定
届

と
は
な
り
ま
せ
ん
。

事
業
場（
工
場
、支
店
、営
業
所
等
）

ご
と
に
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え

る
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時

間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。①
は
45
時

間
以
内
、②
は
42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間
数
を

定
め
て
く
だ
さ
い
。①
は
36
0
時
間
以
内
、②

は
32
0時
間
以
内
で
す
。

突
発
的
な
仕
様
変
更
に
よ
る
納
期
の
切
迫
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36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
ず
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
な
い
場
合
）（
様
式
第
９
号（
第
16
条
第
１
項
関
係
））

労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、労
使
当
事
者
は
こ
の

こ
と
に
十
分
留
意
し
た
上
で
協
定
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。な
お
、使
用
者
は
協
定
し
た
時
間
数
の
範
囲
内
で

労
働
さ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、労
働
契
約
法
第
５
条
に
基
づ
く
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
ま
す
。

36
協
定
で
締
結
し
た
内
容
を
協
定
届（
本
様
式
）に
転
記
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

36
協
定
の
届
出
は
電
子
申
請
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
任
意
）の
欄
は
、記
載
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

36
協
定
届（
本
様
式
）を
用
い
て
36
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。そ
の
場
合
に
は
、記
名
押
印
又
は
署
名
な
ど
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
る
よ
う
な
方
法
に
よ
り
締
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。必
要
事
項
の
記
載
が
あ
れ
ば
、協
定
届
様
式
以
外
の
形
式
で
も
届
出
で
き
ま
す
。

表
面

土
木
工
事
業
　

臨
時
の
受
注
対
応

機
械
、工
具
の
故
障
等
へ
の
対
応

月
末
の
決
算
事
務

工
程
変
更

臨
時
の
受
注
対
応

機
械
、工
具
の
故
障
等
へ
の
対
応

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
管
理

経
理
事
務
員

施
工
管
理

10
人
3人 3人 5人 3人

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

7.
5時
間

土
日
祝
日

土
日
祝
日

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

投
票
に
よ
る
選
挙

代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

○
○
○
○

○
　
○

3
15

1か
月
に
１
日

1か
月
に
１
日

8:
30
～
17
:3
0

8:
30
～
17
:3
0

3時
間

2時
間

2時
間

3時
間

3時
間

3.
5時
間

2.
5時
間

2.
5時
間

3.
5時
間

3.
5時
間

30
時
間

15
時
間

15
時
間

20
時
間

20
時
間

40
時
間

25
時
間

25
時
間

30
時
間

30
時
間

25
0時
間

15
0時
間

15
0時
間

20
0時
間

20
0時
間

37
0時
間

27
0時
間

27
0時
間

32
0時
間

32
0時
間

3人 3人
施
工
管
理

現
場
管
理

○
○
建
設
株
式
会
社
　
○
○
営
業
所

○
○
○
   
  ○
○
○
○

○
○
○
 　
　
   
○
○
○
○
 　
　
　
○
○
○
○

○
○
市
○
○
町
１
－
２
－
３

○
○
○
○
年
４
月
１
日

か
ら
１
年
間

○
○
○
○
年
４
月
１
日

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

労
働
保
険
番
号

都
道
府
県
所
掌

管
轄

基
幹
番
号

枝
番
号

被
一
括
事
業
場
番
号

法
人
番
号

様
式
第
９
号
 （
第
16
条
第
１
項
関
係
）

に
関
す
る
協
定
届

時
間
外
労
働

休
日
労
働

事
業
の
種
類

事
業
の
名
称

事
業
の
所
在
地（
電
話
番
号
）

協
定
の
有
効
期
間

（
〒
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

（
電
話
番
号
:　
　
　
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

時
間
外
労
働
を
さ
せ
る

必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

①
 下
記
②
に
該
当
し
な
い
労
働
者

②
 １
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

　
に
よ
り
労
働
す
る
労
働
者

時 間 外 労 働 休 日 労 働

業
務
の
種
類

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）所
定
労
働
時
間

（
1日
）

（
任
意
）

１
日

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

１
箇
月（
①
に
つ
い
て
は
45
時
間
ま

で
、②
に
つ
い
て
は
42
時
間
ま
で
）

１
年（
①
に
つ
い
て
は
36
0時
間
ま

で
、②
に
つ
い
て
は
32
0時
間
ま
で
）

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

休
日
労
働
を
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

業
務
の
種
類

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

法
定
休
日
の
日
数

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
法
定

休
日
に
お
け
る
始
業
及
び
終
業
の
時
刻

所
定
休
日

（
任
意
）

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□

□

□

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

年
月

日

職
名

氏
名

職
名

使
用
者

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
者
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法
　（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

　
上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、挙
手
等
の
方
法
に
よ

る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

労
働
保
険
番
号・
法
人
番
号

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
協
定
が
有
効
と
な
る

期
間
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

1年
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
で
す
。

管
理
監
督
者
は

労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、使
用
者
の
署
名
ま
た
は

記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

1年
の
上
限
時
間
を
計
算
す

る
際
の
起
算
日
を
記
載
し

て
く
だ
さ
い
。そ
の
1年
に

お
い
て
は
、協
定
の
内
容

を
変
更
し
て
再
度
届
け
出

る
こ
と
が
あ
っ
た
場
合
で

も
、起
算
日
は
同
一
の
日
と

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

対
象
期
間
が
３
か
月
を

超
え
る
１
年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
が
適

用
さ
れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、②
の
欄
に
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
が
無

い
場
合
に
は
、3
6協
定

の
締
結
を
す
る
者
を
選

ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た

上
で
、投
票
・
挙
手
等
の

方
法
で
労
働
者
の
過
半

数
代
表
者
を
選
出
し
、

選
出
方
法
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ

る
指
名
や
、使
用
者
の

意
向
に
基
づ
く
選
出
は

認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ

ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク

が
な
い
場
合
に
は
、形

式
上
の
要
件
に
適
合
し

て
い
る
協
定
届
と
は
な

り
ま
せ
ん
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休

日
労
働
を
合
計
し
た
時

間
数
は
、月
10
0時
間
未

満
、2
～
6か
月
平
均
8
0

時
間
以
内
で
な
け
れ
ば

い
け
ま
せ
ん
。こ
れ
を
労

使
で
確
認
の
上
、必
ず

チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ

さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク

ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場

合
に
は
、有
効
な
協
定
届

と
は
な
り
ま
せ
ん
。

事
業
場（
工
場
、支
店
、営
業
所
等
）

ご
と
に
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え

る
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時

間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。①
は
45
時

間
以
内
、②
は
42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間
数
を

定
め
て
く
だ
さ
い
。①
は
36
0
時
間
以
内
、②

は
32
0時
間
以
内
で
す
。

突
発
的
な
仕
様
変
更
に
よ
る
納
期
の
切
迫

05



36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
な
い
場
合
）

（
様
式
第
9号
の
2（
第
16
条
第
1項
関
係
））

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
は
様
式
第
9
号
の
2の
協
定
届
の
届
出
が
必
要
で
す
。

（
特
別
条
項
）

様
式
第
9
号
の
2は
、　

  限
度
時
間
内
の
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書（
1枚
目
）と
、 
  　
限
度
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書（
2枚
目
）の
2枚
の
記
載
が
必
要
で
す
。

１
枚
目
の
記
載
に
つ
い
て
は
、前
ペ
ー
ジ
の
記
載
例
を
参
照
く
だ
さ
い
。

2枚
目
表
面

突
発
的
な
仕
様
変
更
へ
の
対
応

納
期
ひ
っ
迫
へ
の
対
応

大
規
模
な
施
行
ト
ラ
ブ
ル
対
応

現
場
作
業

現
場
作
業

施
工
管
理

労
働
者
代
表
者
に
対
す
る
事
前
申
し
入
れ

①
、③
、⑩

対
象
労
働
者
へ
の
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
実
施
、

対
象
労
働
者
に
１
１
時
間
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
設
定
、職
場
で
の
時
短
対
策
会
議
の
開
催

○
○
○
○

○
　
○

3
12

○
○
○
○

3
15

10
人

10
人
3人

6時
間

6時
間

6時
間

6.
5時
間

6.
5時
間

6.
5時
間

4回 3回 3回

60
時
間

60
時
間

55
時
間

70
時
間

70
時
間

65
時
間

55
0時
間

50
0時
間

45
0時
間

67
0時
間

62
0時
間

57
0時
間

○
○
○
○
年
4月
1日

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

年
月

日

職
名

氏
名

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
者
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法
　（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

使
用
者

様
式
第
９
号
の
２（
第
16
条
第
１
項
関
係
）

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
お
け
る
手
続

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
労
働
者
に
対
す
る
健
康
及
び

福
祉
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

（
該
当
す
る
番
号
）

（
具
体
的
内
容
）

業
務
の
種
類

に
関
す
る
協
定
届
  （
特
別
条
項
）

時
間
外
労
働

休
日
労
働

労
働
者
数

１
日

（
任
意
）

（
任
意
）

（
任
意
）

（
任
意
）

（
6回
以
内
に
限
る
。）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

及
び
休
日
労
働
の
時
間
数

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
回
数
法
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

1箇
月

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

1年

（
時
間
外
労
働
及び
休
日
労
働
を
合
算し
た
時
間
数
。1
00
時
間
未
満
に
限
る
。）

（
時
間
外
労
働
の
み
の
時
間
数
。

   
72
0時
間
以
内
に
限
る
。）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□
上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□

□

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

限
度
時
間
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
場
合
に

と
る
手
続
に
つ
い
て

定
め
て
く
だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超
え
た

労
働
者
に
対
し
、以

下
の
い
ず
れ
か
の
健

康
福
祉
確
保
措
置
を

講
ず
る
こ
と
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。該
当
す
る

番
号
を
記
入
し
、右
欄

に
具
体
的
内
容
を
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
一
時
的
ま
た
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
行
わ
せ
る

必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、で
き
る
限
り
具
体
的
に
定
め
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」「
業
務
上

や
む
を
得
な
い
と
き
」な
ど
恒
常
的
な
長
時
間
労
働
を
招
く
お

そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

投
票
に
よ
る
選
挙

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

代
表
取
締
役

田
中
太
郎

業
務
の
範
囲
を
細

分
化
し
、明
確
に
定

め
て
く
だ
さ
い
。

月
の
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

（
月
4
5時
間
ま
た
は
4
2時
間
）

を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
回
数
を

定
め
て
く
だ
さ
い
。年
6回
以
内

に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場
合

の
割
増
賃
金
率
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。こ
の
場
合
、法

定
の
割
増
率（
25
%
）を

超
え
る
割
増
率
と
な
る
よ

う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

様
式
９
号
の
２
の
届
出
を
す
る
場
合
に
は
、２
枚
目
に
労
働
者
代
表
者
名

お
よ
び
選
出
方
法
、使
用
者
代
表
者
名
の
記
入
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
 ②
深
夜
業（
22
時
～
５
時
）の
回
数
制
限
 ③
終
業
か
ら
始
業
ま
で
の
休
息
時
間
の
確
保（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
） 
④
代
償
休
日
・
特
別
な
休
暇
の
付
与
 ⑤
健
康
診
断

⑥
連
続
休
暇
の
取
得
 ⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓
口
の
設
置
 ⑧
配
置
転
換
 ⑨
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指
導
や
保
健
指
導
 ⑩
そ
の
他

（
健
康
確
保
措
置
）

１
年
の
上
限
時
間
を
計

算
す
る
際
の
起
算
日
を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。そ

の
１
年
に
お
い
て
は
、協

定
の
内
容
を
変
更
し
て

再
度
届
け
出
る
こ
と
が

あ
っ
た
場
合
で
も
、起

算
日
は
同
一
の
日
と
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
金
率
を
定

め
てく
だ
さ
い
。こ
の
場
合
、

法
定
の
割
増
率（
25
%
）

を
超
え
る
割
増
率
と
な

る
よ
う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休
日

労
働
を
合
計
し
た
時
間
数

は
、月
10
0時
間
未
満
、2
~6

か
月
平
均
80
時
間
以
内
で

な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。こ

れ
を
労
使
で
確
認
の
上
、必

ず
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ

さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に

チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に

は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な

り
ま
せ
ん
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
が
無
い
場

合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を

す
る
者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確

に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等

の
方
法
で
労
働
者
の
過
半

数
代
表
者
を
選
出
し
、選
出

方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使

用
者
の
意
向
に
基
づ
く
選
出

は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ

ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が

な
い
場
合
に
は
、形
式
上
の

要
件
に
適
合
し
て
い
る
協
定

届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
年
36
0
時
間

ま
た
は
32
0時
間
）を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
1年
の
時
間

外
労
働（
休
日
労
働
は
含
み

ま
せ
ん
）の
時
間
数
を
定
め

て
く
だ
さ
い
。年
72
0
時

間
以
内
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を

超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
、1
か
月
の

時
間
外
労
働
と
休
日
労
働
の
合
計
の
時

間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。月
10
0時
間
未

満
に
限
り
ま
す
。な
お
、こ
の
時
間
数
を
満

た
し
て
い
て
も
、2
~6
か
月
平
均
で
月
80

時
間
を
超
え
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
な
け
れ
ば
、限
度
時
間（
月
4
5時
間
又
は
4
2時
間
・
年
36
0
時
間
又
は
32
0
時
間
）を

超
え
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
も
、

時
間
外
労
働
は
限
度
時
間
に
で
き
る
限
り
近
づ
け
る
よ
う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。

06

36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
な
い
場
合
）

（
様
式
第
9号
の
2（
第
16
条
第
1項
関
係
））

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
は
様
式
第
9
号
の
2の
協
定
届
の
届
出
が
必
要
で
す
。

（
特
別
条
項
）

様
式
第
9
号
の
2は
、　

  限
度
時
間
内
の
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書（
1枚
目
）と
、 
  　
限
度
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書（
2枚
目
）の
2枚
の
記
載
が
必
要
で
す
。

１
枚
目
の
記
載
に
つ
い
て
は
、前
ペ
ー
ジ
の
記
載
例
を
参
照
く
だ
さ
い
。

2枚
目
表
面

突
発
的
な
仕
様
変
更
へ
の
対
応

納
期
ひ
っ
迫
へ
の
対
応

大
規
模
な
施
行
ト
ラ
ブ
ル
対
応

現
場
作
業

現
場
作
業

施
工
管
理

労
働
者
代
表
者
に
対
す
る
事
前
申
し
入
れ

①
、③
、⑩

対
象
労
働
者
へ
の
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
実
施
、

対
象
労
働
者
に
１
１
時
間
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
設
定
、職
場
で
の
時
短
対
策
会
議
の
開
催

○
○
○
○

○
　
○

3
12

○
○
○
○

3
15

10
人

10
人
3人

6時
間

6時
間

6時
間

6.
5時
間

6.
5時
間

6.
5時
間

4回 3回 3回

60
時
間

60
時
間

55
時
間

70
時
間

70
時
間

65
時
間

55
0時
間

50
0時
間

45
0時
間

67
0時
間

62
0時
間

57
0時
間

○
○
○
○
年
4月
1日

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

年
月

日

職
名

氏
名

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
者
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法
　（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

使
用
者

様
式
第
９
号
の
２（
第
16
条
第
１
項
関
係
）

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
お
け
る
手
続

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
労
働
者
に
対
す
る
健
康
及
び

福
祉
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

（
該
当
す
る
番
号
）

（
具
体
的
内
容
）

業
務
の
種
類

に
関
す
る
協
定
届
  （
特
別
条
項
）

時
間
外
労
働

休
日
労
働

労
働
者
数

１
日

（
任
意
）

（
任
意
）

（
任
意
）

（
任
意
）

（
6回
以
内
に
限
る
。）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

及
び
休
日
労
働
の
時
間
数

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
回
数
法
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

1箇
月

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

1年

（
時
間
外
労
働
及び
休
日
労
働
を
合
算し
た
時
間
数
。1
00
時
間
未
満
に
限
る
。）

（
時
間
外
労
働
の
み
の
時
間
数
。

   
72
0時
間
以
内
に
限
る
。）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□
上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□

□

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

限
度
時
間
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
場
合
に

と
る
手
続
に
つ
い
て

定
め
て
く
だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超
え
た

労
働
者
に
対
し
、以

下
の
い
ず
れ
か
の
健

康
福
祉
確
保
措
置
を

講
ず
る
こ
と
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。該
当
す
る

番
号
を
記
入
し
、右
欄

に
具
体
的
内
容
を
記

載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
一
時
的
ま
た
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
行
わ
せ
る

必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、で
き
る
限
り
具
体
的
に
定
め
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」「
業
務
上

や
む
を
得
な
い
と
き
」な
ど
恒
常
的
な
長
時
間
労
働
を
招
く
お

そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

投
票
に
よ
る
選
挙

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

代
表
取
締
役

田
中
太
郎

業
務
の
範
囲
を
細

分
化
し
、明
確
に
定

め
て
く
だ
さ
い
。

月
の
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間

（
月
4
5時
間
ま
た
は
4
2時
間
）

を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
回
数
を

定
め
て
く
だ
さ
い
。年
6回
以
内

に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場
合

の
割
増
賃
金
率
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。こ
の
場
合
、法

定
の
割
増
率（
25
%
）を

超
え
る
割
増
率
と
な
る
よ

う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

様
式
９
号
の
２
の
届
出
を
す
る
場
合
に
は
、２
枚
目
に
労
働
者
代
表
者
名

お
よ
び
選
出
方
法
、使
用
者
代
表
者
名
の
記
入
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
 ②
深
夜
業（
22
時
～
５
時
）の
回
数
制
限
 ③
終
業
か
ら
始
業
ま
で
の
休
息
時
間
の
確
保（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
） 
④
代
償
休
日
・
特
別
な
休
暇
の
付
与
 ⑤
健
康
診
断

⑥
連
続
休
暇
の
取
得
 ⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓
口
の
設
置
 ⑧
配
置
転
換
 ⑨
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指
導
や
保
健
指
導
 ⑩
そ
の
他

（
健
康
確
保
措
置
）

１
年
の
上
限
時
間
を
計

算
す
る
際
の
起
算
日
を

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。そ

の
１
年
に
お
い
て
は
、協

定
の
内
容
を
変
更
し
て

再
度
届
け
出
る
こ
と
が

あ
っ
た
場
合
で
も
、起

算
日
は
同
一
の
日
と
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
金
率
を
定

め
てく
だ
さ
い
。こ
の
場
合
、

法
定
の
割
増
率（
25
%
）

を
超
え
る
割
増
率
と
な

る
よ
う
努
め
て
く
だ
さ
い
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休
日

労
働
を
合
計
し
た
時
間
数

は
、月
10
0時
間
未
満
、2
~6

か
月
平
均
80
時
間
以
内
で

な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。こ

れ
を
労
使
で
確
認
の
上
、必

ず
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ

さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に

チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に

は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な

り
ま
せ
ん
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
が
無
い
場

合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を

す
る
者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確

に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等

の
方
法
で
労
働
者
の
過
半

数
代
表
者
を
選
出
し
、選
出

方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使

用
者
の
意
向
に
基
づ
く
選
出

は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ

ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が

な
い
場
合
に
は
、形
式
上
の

要
件
に
適
合
し
て
い
る
協
定

届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
年
36
0
時
間

ま
た
は
32
0時
間
）を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
1年
の
時
間

外
労
働（
休
日
労
働
は
含
み

ま
せ
ん
）の
時
間
数
を
定
め

て
く
だ
さ
い
。年
72
0
時

間
以
内
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を

超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
、1
か
月
の

時
間
外
労
働
と
休
日
労
働
の
合
計
の
時

間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。月
10
0時
間
未

満
に
限
り
ま
す
。な
お
、こ
の
時
間
数
を
満

た
し
て
い
て
も
、2
~6
か
月
平
均
で
月
80

時
間
を
超
え
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
な
け
れ
ば
、限
度
時
間（
月
4
5時
間
又
は
4
2時
間
・
年
36
0
時
間
又
は
32
0
時
間
）を

超
え
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
も
、

時
間
外
労
働
は
限
度
時
間
に
で
き
る
限
り
近
づ
け
る
よ
う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。
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突
発
的
な
仕
様
変
更
等
に
よ
る
納
期
の
切
迫

臨
時
の
受
注
対
応

悪
天
候
に
よ
る
工
期
遅
延
の
解
消

台
風
被
害
か
ら
の
復
旧
作
業

月
末
の
決
算
業
務

臨
時
の
受
注
対
応

台
風
被
害
か
ら
の
復
旧
作
業

施
工
管
理

現
場
作
業

５
人

15
人

毎
週
２
回

毎
週
２
回

1か
月
に
１
回

１
か
月
に
３
回

9：
00
～
18
：0
0

9：
00
～
20
：0
0

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
管
理

現
場
作
業

経
理
事
務
員

15
人

10
人

10
人

15
人

５
人

８
時
間

８
時
間

８
時
間

８
時
間

８
時
間

５
時
間

３
時
間

３
時
間

５
時
間

２
時
間

５
時
間

３
時
間

３
時
間

５
時
間

２
時
間

45
時
間

30
時
間

30
時
間

45
時
間

20
時
間

45
時
間

30
時
間

30
時
間

45
時
間

20
時
間

36
0時
間

25
0時
間

25
0時
間

36
0時
間

20
0時
間

36
0時
間

25
0時
間

25
0時
間

36
0時
間

20
0時
間

様
式
第
９
号
の
３
の
２（
第
70
条
関
係
）

（
〒
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

（
電
話
番
号
:　
　
　
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

○
○
○
   
  ○
○
○
○

○
○
○
 　
　
   ○
○
○
○
 　
　
　
○
○
○
○

○
○
市
○
○
町
１
－
２
－
３

○
○
○
○
年
４
月
１
日

○
○
○
○
年
４
月
１
日
か
ら
１
年
間

土
木
工
事
業

○
○
建
設
株
式
会
社
　
○
○
支
店

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□

事
業
の
名
称

休
日
労
働
を
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
 （
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及

び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。 
 

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

業
務
の
種
類

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

法
定
休
日
の
日
数

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
法
定

休
日
に
お
け
る
始
業
及
び
終
業
の
時
刻

所
定
休
日

（
任
意
）事
業
の
所
在
地（
電
話
番
号
）

協
定
の
有
効
期
間

事
業
の
種
類

時
間
外
労
働
を
さ
せ
る

必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

①
 下
記
②
に
該
当
し
な
い
労
働
者

②
 １
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

に
よ
り
労
働
す
る
労
働
者

時 間 外 労 働 休 日 労 働

業
務
の
種
類

労
働
者
数
所
定
労
働
時
間

（
1日
）

１
日

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

１
箇
月（
①
に
つ
い
て
は
45
時
間
ま
で
、

②
に
つ
い
て
は
42
時
間
ま
で
）

１
年（
①
に
つ
い
て
は
36
0時
間
ま
で
、

②
に
つ
い
て
は
32
0時
間
ま
で
）

起
算
日

(年
月
日
)

（
任
意
）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

に
関
す
る
協
定
届

労
働
保
険
番
号

都
道
府
県

所
掌

管
轄

基
幹
番
号

枝
番
号

被
一
括
事
業
場
番
号

法
人
番
号

時
間
外
労
働

休
日
労
働

 

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

使
用
者

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
場
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

職
名

氏
名
代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

年
月

日
○
○
○
○

○
　
○

3
12

投
票
に
よ
る
選
挙

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
ず
、災
害
時
の

復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
る
場
合
）

労
働
保
険
番
号
・
法
人
番

号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

対
象
期
間
が
3か
月
を
超
え
る
1年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
が
適
用
さ
れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、②
の
欄
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、使
用
者
の
署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を
す

る
者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等
の
方
法
で
労
働
者
の
過
半
数

代
表
者
を
選
出
し
、選
出
方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使
用

者
の
意
向
に
基
づ
く
選
出
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な

い
場
合
に
は
、形
式
上
の
要
件
に
適
合
し
て
い
る
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休
日
労
働
を
合
計
し
た
時
間
数
は
、月
10
0
時
間
未
満
、２
～
６
か
月
平
均
80
時
間
以
内
で
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん（
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。こ
れ
を
労
使
で
確
認
の
上
、必
ず

チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に
は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る

時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
を
定
め
て
く

だ
さ
い
。①
は
45
時
間
以
内
、

②
は
42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え

る
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ

い
。①
は
36
0時
間
以
内
、②

は
32
0時
間
以
内
で
す
。

こ
の
協
定
が
有
効
と
な
る

期
間
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
年
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
で
す
。

１
年
の
上
限
時
間
を

計
算
す
る
際
の
起
算

日
を
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。そ
の
１
年
に
お
い

て
は
、協
定
の
内
容
を

変
更
し
て
再
度
届
け

出
る
こ
と
が
あ
っ
た
場

合
で
も
、起
算
日
は
同

一
の
日
と
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

表
面

様
式
9号
の
3の
2（
第
70
条
関
係
）

07

突
発
的
な
仕
様
変
更
等
に
よ
る
納
期
の
切
迫

臨
時
の
受
注
対
応

悪
天
候
に
よ
る
工
期
遅
延
の
解
消

台
風
被
害
か
ら
の
復
旧
作
業

月
末
の
決
算
業
務

臨
時
の
受
注
対
応

台
風
被
害
か
ら
の
復
旧
作
業

施
工
管
理

現
場
作
業

５
人

15
人

毎
週
２
回

毎
週
２
回

1か
月
に
１
回

１
か
月
に
３
回

9：
00
～
18
：0
0

9：
00
～
20
：0
0

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
管
理

現
場
作
業

経
理
事
務
員

15
人

10
人

10
人

15
人

５
人

８
時
間

８
時
間

８
時
間

８
時
間

８
時
間

５
時
間

３
時
間

３
時
間

５
時
間

２
時
間

５
時
間

３
時
間

３
時
間

５
時
間

２
時
間

45
時
間

30
時
間

30
時
間

45
時
間

20
時
間

45
時
間

30
時
間

30
時
間

45
時
間

20
時
間

36
0時
間

25
0時
間

25
0時
間

36
0時
間

20
0時
間

36
0時
間

25
0時
間

25
0時
間

36
0時
間

20
0時
間

様
式
第
９
号
の
３
の
２（
第
70
条
関
係
）

（
〒
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

（
電
話
番
号
:　
　
　
   
   
   
   
   
   
   
   
   
  ）

○
○
○
   
  ○
○
○
○

○
○
○
 　
　
   ○
○
○
○
 　
　
　
○
○
○
○

○
○
市
○
○
町
１
－
２
－
３

○
○
○
○
年
４
月
１
日

○
○
○
○
年
４
月
１
日
か
ら
１
年
間

土
木
工
事
業

○
○
建
設
株
式
会
社
　
○
○
支
店

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

□

事
業
の
名
称

休
日
労
働
を
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と
 （
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及

び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。 
 

（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

業
務
の
種
類

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

法
定
休
日
の
日
数

労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
法
定

休
日
に
お
け
る
始
業
及
び
終
業
の
時
刻

所
定
休
日

（
任
意
）事
業
の
所
在
地（
電
話
番
号
）

協
定
の
有
効
期
間

事
業
の
種
類

時
間
外
労
働
を
さ
せ
る

必
要
の
あ
る
具
体
的
事
由

①
 下
記
②
に
該
当
し
な
い
労
働
者

②
 １
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制

に
よ
り
労
働
す
る
労
働
者

時 間 外 労 働 休 日 労 働

業
務
の
種
類

労
働
者
数
所
定
労
働
時
間

（
1日
）

１
日

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

１
箇
月（
①
に
つ
い
て
は
45
時
間
ま
で
、

②
に
つ
い
て
は
42
時
間
ま
で
）

１
年（
①
に
つ
い
て
は
36
0時
間
ま
で
、

②
に
つ
い
て
は
32
0時
間
ま
で
）

起
算
日

(年
月
日
)

（
任
意
）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

労
働
者
数

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

に
関
す
る
協
定
届

労
働
保
険
番
号

都
道
府
県

所
掌

管
轄

基
幹
番
号

枝
番
号

被
一
括
事
業
場
番
号

法
人
番
号

時
間
外
労
働

休
日
労
働

 

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

使
用
者

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
場
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

職
名

氏
名
代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

年
月

日
○
○
○
○

○
　
○

3
12

投
票
に
よ
る
選
挙

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
ず
、災
害
時
の

復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
る
場
合
）

労
働
保
険
番
号
・
法
人
番

号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

対
象
期
間
が
3か
月
を
超
え
る
1年
単
位
の
変

形
労
働
時
間
制
が
適
用
さ
れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、②
の
欄
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を
す

る
者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等
の
方
法
で
労
働
者
の
過
半
数

代
表
者
を
選
出
し
、選
出
方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使
用

者
の
意
向
に
基
づ
く
選
出
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な

い
場
合
に
は
、形
式
上
の
要
件
に
適
合
し
て
い
る
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

時
間
外
労
働
と
法
定
休
日
労
働
を
合
計
し
た
時
間
数
は
、月
10
0
時
間
未
満
、２
～
６
か
月
平
均
80
時
間
以
内
で
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん（
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。こ
れ
を
労
使
で
確
認
の
上
、必
ず

チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に
は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る

時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
を
定
め
て
く

だ
さ
い
。①
は
45
時
間
以
内
、

②
は
42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え

る
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ

い
。①
は
36
0時
間
以
内
、②

は
32
0時
間
以
内
で
す
。

こ
の
協
定
が
有
効
と
な
る

期
間
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

１
年
と
す
る
こ
と
が
望
ま
し

い
で
す
。

１
年
の
上
限
時
間
を

計
算
す
る
際
の
起
算

日
を
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。そ
の
１
年
に
お
い

て
は
、協
定
の
内
容
を

変
更
し
て
再
度
届
け

出
る
こ
と
が
あ
っ
た
場

合
で
も
、起
算
日
は
同

一
の
日
と
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

表
面

様
式
9号
の
3の
2（
第
70
条
関
係
）
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突
発
的
な
仕
様
変
更
へ
の
対
応
、

納
期
の
ひ
っ
迫
へ
の
対
処

大
規
模
な
施
工
ト
ラ
ブ
ル
対
応

労
働
者
代
表
に
対
す
る
事
前
申
し
入
れ

①
、③
、⑩

対
象
労
働
者
へ
の
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
実
施
、対
象
労
働
者
に
11
時
間
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
設
定
、職
場
で
の
時
短
対
策
会
議
の
開
催

維
持
管
理
契
約
に
基
づ
く

災
害
復
旧
の
対
応

自
治
体
か
ら
の
要
請
に
基
づ
く

復
旧
工
事
の
対
応

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
作
業

施
工
管
理

15
人

10
人

８
人

５
人

６
時
間

６
時
間

７
時
間

７
時
間

６
時
間

６
時
間

７
時
間

７
時
間

４
回

３
回

４
回

３
回

80
時
間

60
時
間

12
0時
間

11
0時
間

80
時
間

60
時
間

12
0時
間

11
0時
間

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

○
○
○
○
年
４
月
１
日

55
0時
間

50
0時
間

70
0時
間

70
0時
間

55
0時
間

50
0時
間

70
0時
間

70
0時
間

様
式
第
９
号
の
３
の
３（
第
70
条
関
係
）

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合

①
工
作
物
の
建
設
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
お
け
る
手
続

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
労
働
者
に
対
す
る
健
康
及
び

福
祉
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

（
該
当
す
る
番
号
）

（
具
体
的
内
容
）

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と

（
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。

②
災
害
時
に
お
け
る

復
旧
及
び
復
興
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合

業
務
の
種
類

に
関
す
る
協
定
届
（
特
別
条
項
）

時
間
外
労
働

休
日
労
働

 

労
働
者
数

1日
（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

及
び
休
日
労
働
の
時
間
数

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
回
数
法
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

（
任
意
）

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

（
６
回
以
内
に
限
る
。）

（
併
せ
て
、①
の
事
業
に
も
従
事
す
る

場
合
、①
の
事
業
に
従
事
す
る
時
間
も

含
め
て
記
入
す
る
こ
と
。）

1箇
月

1年

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

（
時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
。

①
に
つ
い
て
は
10
0時
間
未
満
に
限
る
。）

（
時
間
外
労
働
の
み
の
時
間
数
。

   
72
0時
間
以
内
に
限
る
。）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

使
用
者

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
場
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

職
名

氏
名
代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

年
月

日
○
○
○
○

○
　
○

3
12

投
票
に
よ
る
選
挙

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

事
由
は
一
時
的
ま
た
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
行
わ
せ
る
必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、で
き
る

限
り
具
体
的
に
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」「
業
務
上
や
む
を
得

な
い
と
き
」な
ど
恒
常
的
な
長
時
間
労
働
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
、１
か
月
の
時
間
外

労
働
と
休
日
労
働
の
合
計
の
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。月
10
0
時
間
未
満
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
回
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。災
害
時

に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、年
６
回
以
内
に
限
り
ま
す
。

①
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
 

②
深
夜
業（
22
時
～
５
時
）

の
回
数
制
限
 ③
終
業
か
ら

始
業
ま
で
の
休
息
期
間
の

確
保（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ

ル
） 
④
代
償
休
日
・
特
別
な

休
暇
の
付
与
 ⑤
健
康
診

断
 ⑥
連
続
休
暇
の
取
得
 

⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓

口
の
設
置
 ⑧
配
置
転
換
 ⑨

産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指

導
や
保
健
指
導
 ⑩
そ
の
他

災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
、1
0
0
時
間
以
上
の
時
間
数

を
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
す
。工
作
物
の
建
設
の
事
業
と
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興

の
事
業
の
両
方
に
従
事
す
る
場
合
に
は
、工
作
物
の
建
設
の
事
業
に
従
事
す
る
時
間
も
含
め
た

時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を
す
る

者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等
の
方
法
で
労
働
者
の
過
半
数
代
表

者
を
選
出
し
、選
出
方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使
用
者
の
意

向
に
基
づ
く
選
出
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に

は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
年
36
0
時
間
ま
た
は
32
0
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
１
年
の
時
間

外
労
働
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、年
72
0
時
間
以
内
に
限
り
ま
す
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者

代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、

使
用
者
の
署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
る
場
合
）

2枚
目
表
面

限
度
時
間
を
超
え
た
労
働
者
に
対
し
、次
の
い
ず
れ
か
の
健
康
福
祉
確
保
措
置
を
講
ず
る
こ
と

を
定
め
て
く
だ
さ
い
。該
当
す
る
番
号
を
記
入
し
、右
欄
に
具
体
的
内
容
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

08

突
発
的
な
仕
様
変
更
へ
の
対
応
、

納
期
の
ひ
っ
迫
へ
の
対
処

大
規
模
な
施
工
ト
ラ
ブ
ル
対
応

労
働
者
代
表
に
対
す
る
事
前
申
し
入
れ

①
、③
、⑩

対
象
労
働
者
へ
の
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
実
施
、対
象
労
働
者
に
11
時
間
の
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
を
設
定
、職
場
で
の
時
短
対
策
会
議
の
開
催

維
持
管
理
契
約
に
基
づ
く

災
害
復
旧
の
対
応

自
治
体
か
ら
の
要
請
に
基
づ
く

復
旧
工
事
の
対
応

現
場
作
業

施
工
管
理

現
場
作
業

施
工
管
理

15
人

10
人

８
人

５
人

６
時
間

６
時
間

７
時
間

７
時
間

６
時
間

６
時
間

７
時
間

７
時
間

４
回

３
回

４
回

３
回

80
時
間

60
時
間

12
0時
間

11
0時
間

80
時
間

60
時
間

12
0時
間

11
0時
間

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

35
%

○
○
○
○
年
４
月
１
日

55
0時
間

50
0時
間

70
0時
間

70
0時
間

55
0時
間

50
0時
間

70
0時
間

70
0時
間

様
式
第
９
号
の
３
の
３（
第
70
条
関
係
）

臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合

①
工
作
物
の
建
設
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
お
け
る
手
続

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
労
働
者
に
対
す
る
健
康
及
び

福
祉
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置

（
該
当
す
る
番
号
）

（
具
体
的
内
容
）

上
記
で
定
め
る
時
間
数
に
か
か
わ
ら
ず
、時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
は
、１
箇
月
に
つ
い
て
10
0時
間
未
満
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、か
つ
２
箇
月
か
ら
６
箇
月
ま
で
を
平
均
し
て
80
時
間
を
超
過
し
な
い
こ
と

（
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
及
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
は
除
く
。）
。

②
災
害
時
に
お
け
る

復
旧
及
び
復
興
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合

業
務
の
種
類

に
関
す
る
協
定
届
（
特
別
条
項
）

時
間
外
労
働

休
日
労
働

 

労
働
者
数

1日
（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

及
び
休
日
労
働
の
時
間
数

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
回
数
法
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を
超

え
る
時
間
数
と
休
日

労
働
の
時
間
数
を
合

算
し
た
時
間
数

（
任
意
）

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

（
６
回
以
内
に
限
る
。）

（
併
せ
て
、①
の
事
業
に
も
従
事
す
る

場
合
、①
の
事
業
に
従
事
す
る
時
間
も

含
め
て
記
入
す
る
こ
と
。）

1箇
月

1年

起
算
日

(年
月
日
)

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
数

法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

所
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数

（
任
意
）

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
に
係

る
割
増
賃
金
率

（
時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
を
合
算
し
た
時
間
数
。

①
に
つ
い
て
は
10
0時
間
未
満
に
限
る
。）

（
時
間
外
労
働
の
み
の
時
間
数
。

   
72
0時
間
以
内
に
限
る
。）

満
18
歳

以
上
の
者

（
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

協
定
の
成
立
年
月
日

年
月

日

使
用
者

職
名

氏
名

協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合（
事
業
場
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
）の
名
称
又
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の

協
定
の
当
事
者（
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
場
合
）の
選
出
方
法（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
組
合
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
で
あ
る
又
は
上
記
協
定
の
当
事
者
で
あ
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
事
業
場
の
全
て
の
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
で
あ
る
こ
と
。

上
記
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
が
、労
働
基
準
法
第
41
条
第
２
号
に
規
定
す
る
監
督
又
は
管
理
の
地
位
に
あ
る
者
で
な
く
、か
つ
、同
法
に
規
定
す
る
協
定
等
を
す
る
者
を
選
出
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
実
施
さ
れ
る
投
票
、

挙
手
等
の
方
法
に
よ
る
手
続
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
者
で
あ
つ
て
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
き
選
出
さ
れ
た
も
の
で
な
い
こ
と
。

経
理
担
当
事
務
員

山
田
花
子

職
名

氏
名
代
表
取
締
役

田
中
太
郎

○
○
○
○

3
12

年
月

日
○
○
○
○

○
　
○

3
12

投
票
に
よ
る
選
挙

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

□
（
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
要
チ
ェ
ッ
ク
）

労
働
基
準
監
督
署
長
殿

事
由
は
一
時
的
ま
た
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
行
わ
せ
る
必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、で
き
る

限
り
具
体
的
に
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」「
業
務
上
や
む
を
得

な
い
と
き
」な
ど
恒
常
的
な
長
時
間
労
働
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
、１
か
月
の
時
間
外

労
働
と
休
日
労
働
の
合
計
の
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。月
10
0
時
間
未
満
に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間（
月
45
時
間
ま
た
は
42
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
回
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。災
害
時

に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、年
６
回
以
内
に
限
り
ま
す
。

①
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
 

②
深
夜
業（
22
時
～
５
時
）

の
回
数
制
限
 ③
終
業
か
ら

始
業
ま
で
の
休
息
期
間
の

確
保（
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ

ル
） 
④
代
償
休
日
・
特
別
な

休
暇
の
付
与
 ⑤
健
康
診

断
 ⑥
連
続
休
暇
の
取
得
 

⑦
心
と
か
ら
だ
の
相
談
窓

口
の
設
置
 ⑧
配
置
転
換
 ⑨

産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指

導
や
保
健
指
導
 ⑩
そ
の
他

災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業
に
従
事
す
る
場
合
、1
0
0
時
間
以
上
の
時
間
数

を
定
め
る
こ
と
も
可
能
で
す
。工
作
物
の
建
設
の
事
業
と
災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興

の
事
業
の
両
方
に
従
事
す
る
場
合
に
は
、工
作
物
の
建
設
の
事
業
に
従
事
す
る
時
間
も
含
め
た

時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
は
、3
6協
定
の
締
結
を
す
る

者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た
上
で
、投
票
・
挙
手
等
の
方
法
で
労
働
者
の
過
半
数
代
表

者
を
選
出
し
、選
出
方
法
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、使
用
者
の
意

向
に
基
づ
く
選
出
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に

は
、有
効
な
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

限
度
時
間（
年
36
0
時
間
ま
た
は
32
0
時
間
）を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
１
年
の
時
間

外
労
働
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。災
害
時
に
お
け
る
復
旧
お
よ
び
復
興
の
事
業

に
従
事
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、年
72
0
時
間
以
内
に
限
り
ま
す
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者

代
表
に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、

使
用
者
の
署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、労
働
者
代
表
の

署
名
ま
た
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

36
協
定
届
の
記
載
例（
月
4
5時
間
超
の
時
間
外
・
休
日
労
働
が
見
込
ま
れ
、

災
害
時
の
復
旧
・
復
興
の
対
応
が
見
込
ま
れ
る
場
合
）

2枚
目
表
面

限
度
時
間
を
超
え
た
労
働
者
に
対
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今回の法改正では、
36協定で定める延長時間の上限だけでなく、
休日労働も含んだ１か月当たり及び2～6か月の
平均時間数にも上限が設けられました。

このため、企業においては、これまでとは異なる方法での
労働時間管理が必要となります。

上限規制に適合した36協定を締結・届出を行った場合、次の段階として、
36協定に定めた内容を遵守するよう、日々の労働時間を管理する必要があります。

ここでは、労働時間の管理において必要なポイントを整理します。

Check Point

「1日」「1か月」「1年」のそれぞれの時間外労働が、
36協定で定めた時間を超えないこと。1

休日労働の回数・時間が、36協定で定めた回数・時間を超えないこと。

月の時間外労働と休日労働の合計が、毎月100時間以上にならないこと。

特別条項の回数（＝時間外労働が限度時間を超える回数）が、
36協定で定めた回数を超えないこと。

月の時間外労働と休日労働の合計について、
どの2～6か月の平均をとっても、1月当たり80時間を超えないこと。

36協定で定めた「1日」の時間外労働の限度を超えないよう日々注意してください。

また、日々および月々の時間外労働の累計時間を把握し、 
36協定で定めた「1か月」「1年」の時間外労働の限度を超えないよう注意してください。

月の時間外労働が限度時間を超えた回数（＝特別条項の回数）の年度の
累計回数を把握し、36協定で定めた回数を超えないよう注意してください。

3

2

5

4

例えば、時間外労働と休日労働を合計して80時間を超える月が
全くないような事業場であれば、1～3のポイントだけ守ればよいことになります。!

上限規制への対応
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労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいいます。

使用者の明示又は黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たります。

労働者が必ずしも現実に活動させていなくとも、

使用者の指揮命令下にある時間であれば労働時間に当たります。

労働時間か否かは個別判断になりますが、

労働時間の考え方そのものは、業種によって異なるものではありません。

「労働時間になるか」が問題になりやすいケース

使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、
労働から離れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）は、
労働時間に当たります。

いわゆる「手待時間」

直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、
移動手段の指示も受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に当たりません。

移動時間

使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為
（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を
事業場内において行う時間は、労働時間に当たります。

（労働時間となる例）
①作業開始前の朝礼の時間、②作業開始前の準備体操の時間、③現場作業終了後の掃除時間

着替え、作業準備等の時間

労働基準法の「労働時間」の考え方

労働時間の考え方

参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練を受講する時間は、労働時間に当たります。

安全教育などの時間

（労働時間となる例）
①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間
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建設事業の について

時間外労働の上限規制における時間外労働と休日労働とは別のものなのでしょうか。Q

A

労働基準法においては、時間外労働と休日労働は別のものとして取り扱います。

時間外労働とは、法定労働時間（１週40時間・１日８時間）を超えて労働した時間をいい、休日労働とは、法定休日

（１週１日又は４週４日）に労働した時間をいいます。

法第36条第３項及び第４項に規定する36協定の限度時間（月45時間・年360時間）はあくまで時間外労働の限度時間

であり、休日労働の時間は含まれません。

一方で、法第36条第６項第２号及び第３号に規定する１か月の上限（月100時間未満）及び２～６か月の上限（複数月

平均80時間以内）については、時間外労働と休日労働を合計した実際の労働時間に対する上限です。

Question2

労働基準法（以下「法」という。）第139条により、
時間外労働の上限規制の適用が猶予されている
工作物の建設等の事業の範囲はどのようなものですか。

Q

A

法第139条により時間外労働の上限規制の適用が猶予されている工作物の建設等の事業の範囲は、労働基準法施行
規則（以下「則」という。）第69条第１項各号に掲げる事業をいいます。具体的には、以下の事業をいいます。

    土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊、解体又はその準備の事業

    事業場の所属する企業の主たる事業が上記①に掲げる事業である事業場における事業

    工作物の建設の事業に関連する警備の事業（当該事業において労働者に交通誘導の業務を行わせる場合に限る。）

Question1

1
2
3

どのような場合に、法律に違反してしまうのでしょうか。Q

A

時間外労働を行わせるためには、36協定の締結・届出が必要です。
したがって、36協定を締結せずに、あるいは、締結しても届出せずに時間外労働をさせた場合や、36協定で定めた時間を
超えて時間外労働をさせた場合には、法第33条に該当する場合を除き、法第32条違反となります（６か月以下の懲役
又は30万円以下の罰金）。
また、36協定で定めた時間数にかかわらず、

　 時間外労働と休日労働の合計時間が月100時間以上となった場合

　 時間外労働と休日労働の合計時間について、２～６か月の平均のいずれかが80時間を超えた場合

には、法第36条第６項違反となります（６か月以下の懲役又は30万円以下の罰金）。
なお、「災害時における復旧及び復興の事業」においては、上記の上限は適用されません。

Question3

同一企業内のＡ事業場からＢ事業場へ転勤した労働者について、①36協定により延長できる時
間の限度時間（原則として月45時間・年360時間。法第36条第４項）、②36協定に特別条項を設
ける場合の１年についての延長時間の上限（720時間。法第36条第５項）、③時間外労働と休日
労働の合計で、単月100時間未満、複数月平均80時間以内の要件（法第36条第６項第２号及び
第３号）は、両事業場における当該労働者の時間外労働時間数を通算して適用しますか。

Q

Question4
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A

時間外労働の上限について、質問の①及び②については、各事業場における36協定の内容を規制するものであり、

労働者個人の労働時間を規制するものではありません。

これに対して、質問の③については、労働者個人の実労働時間を規制するものであり、特定の労働者が転勤した場合は

法第38条第１項の規定により通算して適用されます。

なお、同一事業場内で配置換えのあった労働者については、①②③について、通算して適用されます。

A
時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均80時間以内とする要件（法第36条第６項第３号）については、複数の

36協定の対象期間をまたぐ場合にも適用されます。

ただし、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間の労働時間は算定対象となりません。

時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均80時間以内とする要件
（法第36条第６項第３号）は、複数の36協定の対象期間をまたぐ場合にも適用されますか。
また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす必要がありますか。

Q

Question5

A
工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が含まれている場合には、当該

事業場の36協定は、則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作成する必要があります。

また、工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が含まれていない場合には、

当該事業場の36協定は、則様式第９号（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の２）で作成する必要があります。

工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が
含まれている場合には、当該事業場の36協定については、則様式第９号の３の２
（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作成する必要がありますか。

Q

Question6

A

法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」には、発生が予見困難である地震等の全ての災害時に

おける復旧及び復興の事業が含まれます。当該事業に従事する時間も見込んだ上で、36協定を締結することが可能

であり、対象の事業については、法第36条第６項第２号及び第３号（労働者の時間外・休日労働について、単月

100時間未満、複数月平均80時間以内とする規制）が適用されません。

他方、法第33条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、臨時的に必要がある場合」について

は、業務運営上通常予見し得ない災害等が発生した場合が対象です。法第33条第１項が適用される労働時間に

ついては、法第36条及び第139条による規制がかからず、時間外労働の上限規制のカウントからは除外されます

（なお、労働時間管理と割増賃金の支払いは必要です）。

基本的には、災害時の復旧及び復興の事業を行う可能性のある事業場については、法第139条第１項に基づく36協定を

締結して、届出を行っていただく必要がありますが、既に締結していた36協定で協定された延長時間を超えて労働

させる臨時の必要がある場合や36協定を締結していなかった場合などにおいては、法第33条第１項の許可申請等を

行っていただくことになります。

法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と
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臨時の必要がある場合」との関係はどのようなものですか。

Q

Question7

12

A

時間外労働の上限について、質問の①及び②については、各事業場における36協定の内容を規制するものであり、

労働者個人の労働時間を規制するものではありません。

これに対して、質問の③については、労働者個人の実労働時間を規制するものであり、特定の労働者が転勤した場合は

法第38条第１項の規定により通算して適用されます。

なお、同一事業場内で配置換えのあった労働者については、①②③について、通算して適用されます。

A
時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均80時間以内とする要件（法第36条第６項第３号）については、複数の

36協定の対象期間をまたぐ場合にも適用されます。

ただし、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間の労働時間は算定対象となりません。

時間外労働と休日労働の合計で、複数月平均80時間以内とする要件
（法第36条第６項第３号）は、複数の36協定の対象期間をまたぐ場合にも適用されますか。
また、上限規制の適用前の期間や経過措置の期間も含めて満たす必要がありますか。

Q

Question5

A
工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が含まれている場合には、当該

事業場の36協定は、則様式第９号の３の２（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作成する必要があります。

また、工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が含まれていない場合には、

当該事業場の36協定は、則様式第９号（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の２）で作成する必要があります。

工作物の建設等の事業を行う事業場の事業に、災害時における復旧及び復興の事業が
含まれている場合には、当該事業場の36協定については、則様式第９号の３の２
（特別条項を設ける場合は、則様式第９号の３の３）で作成する必要がありますか。

Q

Question6

A

法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」には、発生が予見困難である地震等の全ての災害時に

おける復旧及び復興の事業が含まれます。当該事業に従事する時間も見込んだ上で、36協定を締結することが可能

であり、対象の事業については、法第36条第６項第２号及び第３号（労働者の時間外・休日労働について、単月

100時間未満、複数月平均80時間以内とする規制）が適用されません。

他方、法第33条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、臨時的に必要がある場合」について

は、業務運営上通常予見し得ない災害等が発生した場合が対象です。法第33条第１項が適用される労働時間に

ついては、法第36条及び第139条による規制がかからず、時間外労働の上限規制のカウントからは除外されます

（なお、労働時間管理と割増賃金の支払いは必要です）。

基本的には、災害時の復旧及び復興の事業を行う可能性のある事業場については、法第139条第１項に基づく36協定を

締結して、届出を行っていただく必要がありますが、既に締結していた36協定で協定された延長時間を超えて労働

させる臨時の必要がある場合や36協定を締結していなかった場合などにおいては、法第33条第１項の許可申請等を

行っていただくことになります。

法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」と
法第33条第１項の「災害その他避けることのできない事由によって、
臨時の必要がある場合」との関係はどのようなものですか。

Q

Question7
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法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」の範囲はどのようなものですか。Q

A

法第139条第１項の「災害時における復旧及び復興の事業」とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を

目的として発注を受けた建設の事業をいい、工事の名称等にかかわらず、特定の災害による被害を受けた道路や

鉄道の復旧、仮設住宅や復興支援道路の建設などの復旧及び復興の事業が対象となります。

例えば、

　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97号）の適用を受ける災害復旧事業（関連事業等を含む。）

　国や地方自治体と締結した災害協定（事業者団体が締結当事者である等、 建設事業者が災害協定の締結当事者に
なっていない場合も含む。以下同じ。）に基づく災害の復旧の事業

　維持管理契約内で発注者（民間発注者も含む。以下同じ。）の指示により対応する災害の復旧の事業

のほか

　複数年にわたって行う復興の事業等

等についても対象となります。

Question8

A

「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月については、時間外労働と休日労働の合計で、単月100時間

未満とする要件（法第36条第６項第２号）と複数月平均80時間以内とする要件（法第36条第6項第3号）は、適用され

ません。したがって、当該月については、複数月平均80時間以内とする要件（法第36条第6項第3号）の算定期間の

6か月から除外されます。

なお、「災害時における復旧及び復興の事業」であっても、時間外労働が月45時間を超える月は6回まで、時間外労働は

年720時間以内とする要件は適用されます。

そのため、法第139条第1項が適用される労働時間については、通常の労働時間と分けられるよう管理する必要があります。

「災害時における復旧及び復興の事業」のみに従事した月について、
時間外労働と休日労働の合計で、単月100時間未満とする要件（法第36条第６項第２号）、
複数月平均80時間以内とする要件（法第36条第６項第３号）は、どのように適用されますか。

Q

Question9

A

時間外労働と休日労働の合計で、単月100時間未満とする要件（法第36条第６項第２号）及び複数月平均80時間以内

とする要件（法第36条第６項第３号）については、②「災害時における復旧及び復興の事業」に該当する工事に従事した

時間については適用されず、①一般の工事に従事した時間のみに適用されます。

なお、時間外労働が月45時間を超える月は６回まで、時間外労働は年720時間以内とする要件は、①及び②の両方の

時間について適用されます。

ある月に①一般の工事と②「災害時における復旧及び復興の事業」に該当する工事の
両方に従事した場合について、時間外労働と休日労働の合計で、
単月100時間未満とする要件（法第36条第６項第２号）、
複数月平均80時間以内の要件（法第36条第６項第３号）は、どのように適用されますか。

Q

Question10

そのほか、建設の事業に対する時間外労働の
上限規制の適用に関するQ＆Aは、こちらをご覧ください
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適正な工期の確保に向けた受発注者の責務

建設工事に従事する者が長時間労働や週休2日の確保が難しいような工事を行うことを前提とする、
著しく短い工期となることのないよう、受発注者間及び元請・下請間で適正な工期で請負契約を締結すること

適正工期を実現し、建設工事従事者の休日取得状況を改善するためには、
建設業者における長時間労働是正や生産性向上に向けた取組が必要不可欠。

建設業者における取組事例紹介

4週8休工程調整会議の開催

元請・下請間で毎月4週8休工程調整会議を開催し前月の振り返りと来月の工程調整を行っ
ている。工程上のクリティカルパスを明確化し、土日祝日を外して工程調整を行っている。これに
より工程調整が入念になり、工程誤差が減ることで、4週8休を確保できている。

建設ディレクターの活用
建設ディレクターという新たな職域を利用して、長時間労働になりやすい現場監督の書類作成業務の約半分を新規採用の
建設ディレクターに担当させ、長時間労働の是正に取り組んでいる。建設ディレクターは、写真整理、数量計算書、出来形管理、
品質管理及び産廃書類等の書類関係全般を担当している。現場監督が本来の重要な業務に時間を使えるようになることで、
契約、変更及び完成時の業務がスムーズに行えるようにした。

公共工事・民間工事を問わず、契約当事者がそれぞれの責務を果たすことが重要。

適正な工期の確保

※著しく短い工期の禁止（建設業法第19条の5、第19条の6）
　注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。
　建設業者と請負契約を締結した発注者がこの規定に違反した場合、国土交通大臣等は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができ、
　従わないときは、その旨を公表することができる。

「建設業における働き方改革推進のための事例集,令和５年５月, 国土交通省不動産・建設経済局建設業課」より抜粋
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00050.html

受注者の責務

発注者の責務

建設業への時間外労働の上限規制の適用に向けた環境整備に対し協力すること

各工程に遅れを生じさせるような事象等について受注者から報告を受けた場合、
受発注者間で協議して必要に応じて契約変更を行うこと

14
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取組事例はこちら

働き方改革
特設サイト

中小企業・小規模事業者等が、
自社内の働き方改革に取り組むにあたり、
先進的な取組を行っている中小企業・小規模事業者等の好事例を
ご紹介していますので、貴社の働き方改革を進める際にご活用ください。
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/casestudy/

業務改善助成金
事業場内の最低賃金を引き上げるとともに生産性向上に資する
設備・機器の導入等を行った中小企業・小規模事業者を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html

建設業で活用可能な主な助成金はこちら

人材確保等
支援助成金

人材の確保・定着を目的として、魅力ある職場づくりのために
労働環境の向上等を図る企業を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07843.html

働き方改革推進
支援助成金

時間外労働の上限規制に円滑に対応するため、生産性を高めながら
労働時間の短縮等に取り組む中小企業・小規模事業者を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/jikan/index.html

人材開発
支援助成金

雇用する労働者を対象に、職務に関連した専門的な知識や技能を
習得させるための訓練等を計画に沿って実施する事業主を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

法令・労務管理に関する相談はこちら

労働基準監督署 時間外労働の上限規制についてご相談に応じます。
https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

働き方改革
推進支援センター

長時間労働の是正、人手不足の解消に向けた
人材の確保・定着、助成金の活用についてのご相談に応じます。
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/

INFORMATION
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労働環境の向上等を図る企業を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07843.html

働き方改革推進
支援助成金

時間外労働の上限規制に円滑に対応するため、生産性を高めながら
労働時間の短縮等に取り組む中小企業・小規模事業者を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/jikan/index.html

人材開発
支援助成金

雇用する労働者を対象に、職務に関連した専門的な知識や技能を
習得させるための訓練等を計画に沿って実施する事業主を支援します。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

法令・労務管理に関する相談はこちら

労働基準監督署 時間外労働の上限規制についてご相談に応じます。
https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

働き方改革
推進支援センター

長時間労働の是正、人手不足の解消に向けた
人材の確保・定着、助成金の活用についてのご相談に応じます。
https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/


